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の理由として、育成期間が長く今後生育が見込めない森林については、生育過程で期待できる炭素貯

留の効果も低い点が挙げられる。加えて、林野庁では「齢級構成の均衡がとれた森林資源の造成」を

目標として掲げている。一方で、現状では長期の育成期間を経た人工林が多く存在しており、バラン

スが取れているとは言えない。 
図 2.9 より、全体的な森林の齢級は 2000 年度から 2011 年度にかけて、大きな変化は見られなかっ

た。一方で、人工林と天然林との間では、明確に傾向の違いが観測された。人工林では年々齢級が上

昇傾向にあるが、天然林では 2000 年度から 2006 年度にかけて下降傾向にある。2006 年度から 2011
年度にかけては天然林の中でも、針葉樹では平均育成期間が減少傾向にあるが、広葉樹では若干上昇

傾向にあることが分かる。 
人工林の育成期間の上昇は、2000 年度から 2011 年度にかけて森林資源管理のための間伐が十分に

行えていない点が示唆される。これは、植樹当時は建築材としての需要が見込まれた森林資源に対し

て、生育速度が早いスギ・ヒノキ等の針葉樹を集中的に植林したが、今日の林業衰退に影響を受けた

結果、間伐を進めることが難しい点が理由の一つとして挙げられる。 
 

 
図 2.9. 国内の樹種別・成立過程別の森林育成期間の経年変化 (年) 

(出典) 2000 年世界農林業センサス及び森林資源の現況より著者作成 
 
図 2.10 は、2000 年度から 2011 年度にかけての樹種別・成立過程別の育成年数変化率を都道府県

別に示したものである。図 2.10 より、人工林針葉樹では全国的に育成期間が長くなっている傾向が分

かる。一方で人工林広葉樹では、四国・九州で育成期間の上昇が顕著に現れているものの、近畿や関

東地域では、他地域に比べて育成期間の上昇幅が小さいことが明らかとなった。 
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図 2.10 2000 年度から 2011 年度における都道府県別の樹種別・成立過程別の育成期間変化率 

(出典) 2000 年世界農林業センサス及び森林資源の現況より著者作成 
 

また、天然林では、東日本で 2000 年度から 2011 年度にかけて育成期間が短縮している都道府県が

多く存在している一方で、西日本では期間が延びている傾向にある。東日本と西日本で天然林針葉樹

の育成期間が明確に分かれている点は、興味深いと言える。これらの地域間での違いがどのような要

因によってもたらされているかを、要因分解分析法などを用いて、明らかにする。 



 

95 
 

次に、森林密度データの経年変化について考察を行う。図 2.11 は国内の樹種別・成立過程別の森林

密度の経年変化を示したものである。ここで密度データは、上述した森林蓄積量を森林面積で除した

ものであり、1ha 当たりの森林蓄積量を表す指標である。密度データも育成期間同様に森林の質を表

すデータをして活用が可能である。森林密度は、森林の間伐度合いを示す指標としても活用が可能で

ある。一般的に間伐を行うことで森林内の立木密度を適切に保ち、木々がバランスよく日光や土壌か

ら栄養を得ることで健全な森林に導くことが期待できる。加えて、適切な森林密度に保つことは、森

林のもつ多面的機能を高度に発展すると言われている(林野庁, 2002)。 
図 2.11 よりすべての樹種・成立過程の組み合わせで密度が上昇傾向にあることが分かるが、その速

度は人工林と天然林で異なる。人工林では、針葉樹で 42%、天然林で 75%の増加を達成しており、急

速に密度が上昇していることが分かる。一方で天然林では、針葉樹及び広葉樹で 12%と 15%にとどま

っており、森林密度に大きな変化は見られない。これらの結果は図 2.9 で示した育成期間のデータと

整合的であり、人工林の間伐の必要性が明確に示されている結果となっている。 
 

 
図 2.11. 国内の樹種別・成立過程別の森林密度の経年変化 (m3/ha) 

(出典) 2000 年世界農林業センサス及び森林資源の現況より著者作成 
 
図 2.12 は、2000 年度から 2011 年度にかけての樹種別・成立過程別の森林密度変化率を都道府県

別に示したものである。図 2.12 より、人工林では針葉樹及び広葉樹の変化率で類似した傾向が観測さ

れた。大きく異なる点としては、福島県、山口県、島根県で針葉樹では密度が大幅に上昇している一

方で、広葉樹では上昇幅が他地域に比べて低い傾向にある。また、天然林では針葉樹と広葉樹の密度

において、都道府県別に異なる傾向で推移していることが明らかとなった。密度変化は間伐作業と強



 

96 
 

い関係性を持っていることから、各都道府県の森林管理戦略の違いが反映された可能性が示唆される。 

 

 
図 2.12 2000 年度から 2011 年度における都道府県別の樹種別・成立過程別の森林密度変化率 

(出典) 2000 年世界農林業センサス及び森林資源の現況より著者作成 
 

最後に、森林の公益的機能について考察を行う。森林の公益的機能に関するデータは「2006 年度の

森林資源の現況」のみデータが利用可能であったことから、2006 年度の地域間比較について考察を進

める。図 2.13 は都道府県別における公益的機能別の森林面積割合を示したものである。公益的機能別

の森林面積割合は、「2006 年度の森林資源の現況」で分類されている「水土保全林」、「森林と人との

共生林」、「資源の循環利用林」の 3 つの公益的機能に対して、各公益的機能を有する森林面積を分子
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に、3 つの公益的機能面積の総和を分母として計算している。この割合によって、各都道府県が有す

る公益的森林面積の中で、どの機能を有する面積が割合として大きいのかを明らかにすることが可能

である。 
図 2.13 より、森林と人との共生林の面積割合は、東日本及び中部北陸地域で高い傾向にあり、西日

本で低い割合となっている。一方で資源の循環利用林の利用割合では、東日本に比べて西日本で高い

傾向にある。水土保全林では、年間降水量が少ない中国・四国地域や九州地域で高い割合となってい

る。これら公益的機能面積の割合の違いは、各地域における森林利活用に関する需要と解釈すること

が出来る。従って、公益的機能面積の割合の違いに着目した目的別の森林管理戦略が重要であると言

えよう。 
 

 
図 2.13. 各都道府県における公益的機能別の森林面積割合 (%) 

(出典) 森林資源の現況より著者作成 
(注) 3 つの公益的機能の森林面積割合の合計は 100%となる 

 

森林データを用いて、要因分解による生態系サービスの減少要因について分析した。要因分解で

は次のような恒等式を検討した。 

VALUE = VALUETree covered area × Tree covered areaForest area × Forest area 

 
 

ただし、ここで VALUE は生態系資源の価値を表し，Tree covered area は立木地面積，Forest 

area は森林面積を表す。右辺の第 1 項は原単位要因，第 2 項は管理要因，第 3 項は量的要因とみ

なせる。それぞれについてデータの時間変化から各要因のウェイトを推定した結果が図 2.14 で

ある。 
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図 2.14 森林生態系サービスの変化要因 
 
要因分解から、全国的に原単位価値の変化が森林生態系サービス価値の増加要因になっているこ

と，中部地方において管理要因が生態系サービス価値の減少要因になっていること，規模要因の

影響は全国的にそれほど大きくないことがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 

　価値要因の変化率 
     （2000-2007） 

管理要因の変化率 
 （2000-2007） 

量的要因の変化率 
 （2000-2007） 

価値要因の変化率 
   （2007-2012） 

管理要因の変化率 
 （2007-2012） 

量的要因の変化率 
 （2007-2012） 
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2.2.2 湿地資源データについて 

 生態系勘定で含まれるべき項目として、わが国における重要な生態系サービス供給源は森林、湿地、

沿岸資源が挙げられる。このうち、森林資源の量的測定と評価については平成 27 年度の研究として

実施済みである。そこで平成 28 年度では、湿地および沿岸資源の量的測定を行う。 
  
2.2.2.1 湿地（河川・湖沼）生態系サービスに関する自然資本データベースの整備 
  陸水生態系の状態は過去数十年に亘り、劣化してきている（環境省 生物多様性及び生態系サービ

スの総合評価に関する検討会、2016）。このような自然資本の劣化は生態系サービスの減少をもたら

すと考えられ、それゆえ私たち人間の福利に大きな影響を与える。しかし、これまで自然資本として

の陸水生態系が、どの程度減少してきたかということについてはあまり体系的に把握されていない。

そこで、本節では全国の陸水生態系の多くを占める河川・湖沼について、その面積の変遷を過去から

現在に亘り、把握することを試みる。 

 
2.2.2.2 手法とデータ 
  国土数値情報の土地利用細分メッシュを用いて、河川・湖沼の面積を把握する。対象年はデータが

存在する 1976 年、1987 年、1991 年、1997 年、2006 年、2009 年の 6 時点とし、評価単位は都道

府県とする。面積の算出には ArcGIS10.3 を利用し、土地利用細分メッシュを全国で統合したものか

ら、都道府県別に河川・湖沼の面積を算出する。なお、1976 年から 1997 年までは日本測地系で、

2006 年から 2009 年は世界測地系で作成されたものであり、それぞれを重ね合わせた場合には若干

の誤差が生じることには留意が必要である。 

 
2.2.2.3 評価結果 
  全国的に河川・湖沼の面積は減少傾向にある（図 2.15）。特に、2006 年から 2009 年の間での減少

が大きい。ただし、各年で土地利用図の作成方法は若干異なるため、この中には測定誤差のようなも

のが生じている可能性はある。また、2009 年時点での河川・湖沼の全国分布を図 2.16 に示す。 
  続いて、都道府県別の河川・湖沼の面積を示す（図 2.17）。当然のことながら、北海道や東北地方

の都道府県など、面積が多い地域において河川・湖沼の面積も大きくなるが、琵琶湖や霞ケ浦、宍道

湖などの大きな湖を有する滋賀県や茨城県、島根県なども比較的大きな値を示している。また、

2006 年から 2009 年の変化を都道府県別に表した図 2.18 からは、増加している都道府県と減少して

いる都道府県があることがわかる。特に、北海道や沖縄県で増加の割合が大きく、一方、奈良県など

で減少の割合が著しい。 
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図 2.15 全国の河川・湖沼の面積 
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図 2.16 全国の河川・湖沼の分布（2009 年） 



 

103 
 

 

 
図 2.17 河川・湖沼の面積（2009 年） 
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図 2.18 河川・湖沼の面積の変化（2006 年と 2009 年の比較） 
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2.2.2.4 湿地面積の推移と勘定表におけるデータ化 

  ここまでにまとめられてきた面積の測定について、1 章で議論した勘定枠組みに導入するためにデ

ータ整理を行う必要がある。さらに、第 3 章で議論される原単位価値評価とも整合的に用意する必要

がある。そこで本節ではラムサール条約の定義に従い、国土地理院が提供する GIS データから日本の

湿地面積について、1987 年から 2009 年にかけてのデータを整理した。 
  湿地はわが国における重要な生態系サービスの供給源であるのと同時に、自然資本の一種であり、

持続可能性指標としての新国富指標などにおいても取り入れられるべき候補項目であるため、それら

統合指標との連動も考慮する。以上のことから、生態系サービス供給源ならびに自然資本の一種とし

ての湿地についての量的データを表 2.3 のようにまとめた。 
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表 2.3 日本の湿地面積の変化 

 
 



 

107 
 

 

日本においては、急速な経済成長とともに湿地面積が過去数十年で減少している傾向にある。1987 年

においておよそ 1,190,758 ha であった湿地面積は、2009 年においておよそ 1 069 426 ha に減少してい

る。この変化は、過去 22 年間で 10％の湿地面積が失われたことを意味する。毎年の湿地面積の変化

を測定することは難しく、また微小な変化になるため意味も乏しいため、生態系勘定においても一定

の時間間隔で整備していくことが妥当であると考えられる。 

 
2.2.3 沿岸資源データについて 

2.2.3.1 統計データの収集 
  平成 28 年度では、沿岸生態系サービスの量的計測を目的としたデータ取得作業を実施した。推計

に利用したデータ変数は魚種別の漁獲量(ton)、漁船の船籍数(隻)、及び魚種別の価格(円)であり、これ

らについて海に面した 40 都道府県を対象にデータ収集を行った。データ収集対象年度は、漁業セン

サスが作成された 2003 年、2008 年、2013 年としている。加えて、本研究の最終目標でもある新国富

指標を地域別に推計するために、都道府県別での海洋生態系サービスに関する自然資本ストックデー

タとして、水産資源供給のストック価格を推定した。本年度のデータ収集作業において、主に利用し

たデータの出典を表 2.4 から表 2.6 に記す。 
 

表 2.4. 2003 年データベース構築に利用したデータ出典の概要 
① 都道府県別の魚種別漁獲量[ton] 
出典：平成 15 年漁業・養殖業生産統計 

海面漁業の部 2-4. 大海区都道府県支庁別統計 魚種別漁獲量 
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/Xlsdl.do?sinfid=000002569455 

 
② 都道府県別の主とする漁業種類別動力漁船隻数[隻] 
出典：2003 年(第 11 次)漁業センサス 第２巻 海面漁業の生産構造及び就業構造に関する統計  

11. 漁船及び乗組員 過去 1 年間の状況 主とする漁業種類別動力船隻数 
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/Xlsdl.do?sinfid=000023623426 

 
③ 魚種別の価格[円/kg] 
出典：水産物流通調査 総括表（年次別統計表） 

産地品目別上場水揚量・卸売価格（平成 11 年～20 年）[内平成 15 年度分を利用] 
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/Xlsdl.do?sinfid=000007532073 

 
④ 漁業種類別・魚種別漁獲量(全国値) [ton] 
出典：平成 15 年漁業・養殖業生産統計 

海面漁業の部 1-2. 全国統計 漁業種類別・魚種別漁獲量 
https://www.e-

stat.go.jp/SG1/estat/GL08020103.do?_xlsDownload_&fileId=000003975632&releaseCount=5 
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表 2.5. 2008 年データベース構築に利用したデータ出典の概要 

① 都道府県別の魚種別漁獲量[ton] 
出典：平成 20 年漁業・養殖業生産統計 

海面漁業の部 2-2. 大海区都道府県支庁別統計 魚種別漁獲量 
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/Xlsdl.do?sinfid=000008598220 

 
② 都道府県別の主とする漁業種類別動力漁船隻数[隻] 
出典：2008 年(第 12 次)漁業センサス 海面漁業に関する都道府県・大海区別統計 

5. 漁船 主とする漁業種類別動力漁船隻数 
https://www.e-

stat.go.jp/SG1/estat/GL71050103.do?_xlsDownload_&fileId=000003950281&releaseCount=2 

 
③ 魚種別の価格[円/kg] 
出典：2009 年 水産物流通調査 

産地水揚量・価格（指定漁港）品目別水揚量・価額・価格表 
http://www.market.jafic.or.jp/suisan/file/sanchi/2009/04_santihinmoku_2009.xls 

   *集計方法の変更により 2008 年のデータが利用できないため 2009 年のデータを利用 
 
④ 漁業種類別・魚種別漁獲量(全国値) [ton] 
出典：平成 20 年漁業・養殖業生産統計 

海面漁業の部 1-2. 全国統計 漁業種類別・魚種別漁獲量 
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/Xlsdl.do?sinfid=000008598218 

 
表 2.6. 2013 年データベース構築に利用したデータ出典の概要 

① 都道府県別の魚種別漁獲量[ton] 
出典：平成 25 年漁業・養殖業生産統計 

海面漁業の部 2-2. 大海区都道府県振興局別統計 魚種別漁獲量 
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/Xlsdl.do?sinfid=000028393805 

 
② 都道府県別の主とする漁業種類別動力漁船隻数[隻] 
出典：2013 年漁業センサス 第 2 巻海面漁業に関する統計（都道府県編） 

海面漁業の生産構造及び就業構造に関する統計 8. 漁船 主とする漁業種類別動力漁船隻

数 
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/Xlsdl.do?sinfid=000030361518 

 
③ 魚種別の価格[円/kg] 
出典：2013 年 水産物流通調査 産地水揚量・価格（指定漁港）品目別水揚量・価額・価格表 
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http://www.market.jafic.or.jp/suisan/file/sanchi/2013/04_santihinmoku_2013.xls 
 
④ 漁業種類別・魚種別漁獲量(全国値) [ton] 
出典：平成 25 年漁業・養殖業生産統計 

海面漁業の部 1-2. 全国統計 漁業種類別・魚種別漁獲量 
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/Xlsdl.do?sinfid=000028393803 

 

 

2.2.3.2 水産資源供給に関する自然資本ストックデータの推計 
水産資源ストックの推計を行う際に、Yamaguchi et al. (2016)で用いられている standard Schaefer 

harvest function を適用した。standard Schaefer harvest function を適用することで水産資源ストッ

ク量(S)は、漁獲量(H)及び漁獲努力量(E)を利用することで、式(1)で表される。 
 

H = qES     (式 1) 
 
ここで、パラメーターq は水産資源の獲得確率(coefficient of catchability)を表している。本研究で

は、Arreguín-Sánchez (1996)及び Yamaguchi et al. (2016)を参考に、獲得確率ｑを 0.1%として仮定した。 

次に、都道府県別の漁獲量及び漁獲努力量のデータの推計方法について説明を行う。漁獲努力量に

ついては、Yamaguchi et al. (2016)を参考に、都道府県別の漁船の船籍数を利用する。加えて、漁獲量デ

ータについては、水産資源の価値が魚種によって大きく異なるため、本研究では可能な限り魚種を分

類した形で漁獲量を利用する。この場合、ある魚種 A の漁獲量に対して、どのように漁船数データを

対応させるかが課題となる。なぜなら、多くの漁船において、主目的とする魚種以外の水産資源も水

揚げされるため、それらの集計を行う必要がある(例：沿岸マグロはえ縄漁船において、マグロ以外に

カツオ・サメなどの水揚げが行われる)。 

こうしたデータ推計上の課題に着目し、本研究では都道府県別での漁業種類別・魚種別漁獲量のデ

ータを推計し、個別の魚種別に standard Schaefer harvest function を適用することで、魚種別の水

産資源ストックの推計を試みた。ここで、漁業種類別とは、底びき網、はえ縄、そうまき、などの漁

船の種類を指す。 
 図 2.19 では、四角は表 2.4 から表 2.6 で示した統計データを表している。角丸四角形は、データの

計算作業を表しており、楕円形は推計されたデータを示している。図 2.19 では、表 2.4 から表 2.6 の

データを活用し、各都道府県の漁獲量の実情に適した形での漁業種類別・漁獲量の推計を行った。本

研究では、図 2.19 で示す「調整済_都道府県別・漁業種類別・魚種別漁獲量データ」を利用し、都道

府県別・漁業種類別・魚種別に standard Schaefer harvest function を適用することで、資本ストッ

クの推計を実施した。各資本ストックを推計した後に、魚種別に価格データを乗じることで、物量換

算から貨幣換算データに変換を実施した。参考資料として、表 2.7 に本研究で対象とした漁業種類を、

表 2.8 で魚種を紹介する。 
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図 2.19 水産資源供給の自然資本ストック推計の手順 

②都道府県別
漁業種類別

漁船数

④全国値
漁業種類別

魚種別漁獲量

①都道府県別
魚種別漁獲量

都道府県
漁業種類別

魚種別漁獲量

都道府県
漁業種類別
漁船シェア

[step1]漁業種類別に、全国値に対する
各都道府県の漁船数シェアを計算

都道府県
魚種別漁獲量

[step3]漁業種類の漁獲量合計値を
都道府県別・魚種別に計算する

[step2]各漁業種類の漁船シェアを対応する
漁業種類別・魚種別漁獲量に乗じる

調整済_都道府県
漁業種類別

魚種別漁獲量

都道府県別
魚種別

調整係数

[step4]都道府県別の漁獲量の推計値と実際の値
のかい離を調整するために、調整係数=「推計値/

実データ」を都道府県別魚種別に計算する
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表 2.7. 本研究で対象とした漁業種類の一覧 
遠洋底びき網、以西底びき網、そうびき、縦びき、横びき、ひき回し網、ひき寄せ網、地び

き網、遠洋かつお･まぐろ・そうまき網、近海かつお･まぐろ・そうまき網、その他のそうま

き網、そうまき巾着網、その他のまき網、さけ・ます流し網、かじき等流し網、その他の刺

網、さんま棒受網、その他の敷網、大型定置網、さけ定置網、小型定置網、その他の網漁

業、遠洋まぐろはえ縄、近海まぐろはえ縄、沿岸まぐろはえ縄、その他のはえ縄、遠洋かつ

お一本釣、近海かつお一本釣、沿岸かつお一本釣、遠洋いか釣、近海いか釣、沿岸いか釣、

さば釣、ひき縄釣、その他の釣、採貝、採藻、その他の漁業 
 

表 2.8. 本研究で対象とした漁業種類の一覧 
[魚類に分類される種類] 

くろまぐろ、みなみまぐろ、びんなが、めばち、きはだ、その他のまぐろ類、まかじき、め

かじき、くろかじき類、その他のかじき類、かつお、そうだがつお類、さめ類、さけ類、ま

す類、このしろ、にしん、まいわし、うるめいわし、かたくちいわし、しらす、まあじ、む

ろあじ類、さば類、さんま、ぶり類、ひらめ、かれい類、まだら、すけとうだら、ほっけ、

きちじ、はたはた、にぎす類、あなご類、たちうお、まだい、ちだい・きだい、くろだい・

へだい、いさき、さわら類、すずき類、いかなご、あまだい類、ふぐ類、その他の魚類 

 

[魚類以外に分類される種類] 

いせえび、くるまえび、その他のえび類、ずわいがに、べにずわいがに、がざみ類、その他

のかに類、あわび類、さざえ、あさり類、ほたてがい、その他の貝類、するめいか、あかい

か、その他のいか類、こんぶ類、その他の海藻類 
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2.2.3.3 水産資源供給の自然資本ストックの経年変化と地理的分布 

 次に、水産資源供給の自然資本ストックの地理的分布及び経年変化について、考察を行う。経年変

化では、上述したデータベースより得られた 2003 年度、2008 年度、2013 年度の 3 時点に着目し比

較を行う。図 2.20 は国内の魚類・魚類以外の沿岸生態系における水産資源供給サービスの自然資本ス

トックの経年変化を示す。図 2.20 より、自然資本ストック全体では 2003 年度から 2008 年度にかけ

て、大きな変化が見られないことが分かる。一方で、その内訳をみると、魚類は増加傾向にある一方

で、魚類以外の水産資源供給の自然資本ストックは減少していることが見て取れる。この減少は、い

か類及び海草類の自然資本ストックの金額が下降していることが要因である。 
 次に 2008 年度から 2013 年度にかけては、魚類の自然資本ストック上昇により、大幅に増加してい

る。この背景として、漁協や漁業関係者による組織が、漁獲資源の保全に努めた成果が指摘できる。

平成 22 年の水産白書第 1 章第 1 部では、「平成 23 年度からは、国・都道府県が定める資源管理指針

に沿って、漁業者団体が休漁、漁獲量制限、漁具制限など公的規制に加えて自主的に取り組む資源管

理措置をまとめた計画（資源管理計画）を策定し、資源管理に取り組む新たな資源管理制度が導入さ

れました。この新たな枠組みは、公的規制やこれまでの資源回復計画、各地の自主的資源管理を包括

するものであり、沿岸から沖合、遠洋まで、全国の漁業を対象とするものです。さらに、幅広い漁業

者がこの新たな枠組みのもとで計画的に資源管理に取り組むことを促すため、資源管理計画に沿って

資源管理に取り組む漁業者を対象に、「資源管理・漁業所得補償対策」を講じることとしています。」

と記載しており、水産資源管理に向けた新たな枠組みが成立し、水産資源供給の自然資本ストックの

増加に貢献していると考えられる。具体的な数値データを用いた資源保全の取り組みの内容について、

後述で詳しく説明を行う。 
 

 
図 2.20. 水産資源供給における沿岸生態系サービスの自然資本ストックの経年変化(億円) 

(出典) 表 2.4 から表 2.6 のデータを利用し図 2.18 の手順に沿って著者作成 
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次に、自然資本ストックの地理的分布について紹介する。図 2.21 は、都道府県別の水産資源ス

トックの分布及び 2003 年度から 2013 年度にかけての変化率を表している。図 2.21 より、北海

道、青森県、宮城県、静岡県、三重県で水産資源供給における沿岸生態系サービスの自然資本ストッ

クが高い傾向にあることが分かる。一方で、内海に面している大阪府、広島県、岡山県、香川県、熊

本県では、自然資本ストックが小さい傾向にあることが見て取れる。また、変化率では秋田県を除く

東北地方や北陸地方など東日本で増加傾向にある一方で、西日本では愛媛県や熊本県など自然資本ス

トックが減少している県が見られた。 

 

 
図 2.21. 都道府県別の沿岸生態系サービスの自然資本ストックの経年変化 

(出典) 表 2.4 から表 2.6 のデータを利用し図 2.18 の手順に沿って著者作成 
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最後に、水産資源供給における沿岸生態系サービスの自然資本ストックに大きく影響を与えると考

えられる「漁業資源の管理」に関する取り組みの経年変化について紹介する。図 2.22 は、各年度にお

ける漁業資源の管理を行った組織数を表している。図 2.22 より、年々漁業資源の管理を実施する組織

数は 2003 年度の 1,361 組織から 2013 年度の 1,540 組織と 13%の増加を達成していることが分かる。

加えて、「漁獲枠設定」、「資源量把握と漁獲枠設定の両方」を実施する組織数が 2003 年度から 2013
年度にかけて、それぞれ 24%増加しており、漁獲枠設定を通じた漁業資源管理の取り組みが他取り組

みに比べて早いスピードで普及していることが分かる。 
こうした取り組み強化の理由として、平成 23 年度より水産庁が進める「資源管理・漁業経営安定対

策」及び平成 24 年に閣議決定された水産基本計画の変更が挙げられる。これらの対策・計画では、漁

業者の資源管理の意識向上や衛星データを活用した違法操業の取り締まり強化など、漁業者が資源管

理を実施するインセンティブを高める制度設計を行っており、こうした取り組みが漁業資源管理の強

化に寄与していると考える。 
 

 
図 2.22 2003 年度、2008 年度、2013 年度における漁業資源の管理を行った組織数 

(出典) 2003 年、2008 年、2013 年漁業センサスより著者作成 
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第 3 章 生態系サービス資源の価値評価 

3.1 平成２９年度の成果 
  平成 29 年度は、湿地の生態系サービス別（属性別）および都道府県別の評価を行い、生態系サービ

ス勘定体系に価値データとして導入する。そのために、多属性評価を可能にするコンジョイント分析

を湿地に対して適用する。 
 

3.1.1 諸外国における湿地資源の経済評価のレビュー 

湿地について、本研究においてはラムサール条約の定義を用いているが、一般には厳密な定義はな

く先行研究においても湿地の指す対象は必ずしも同一ではないが、土壌、年間のうち一定の期間にお

いて水分に覆われる場所として理解されることが多い（Wodward and Wui, 2001 を参照）。湿地は重

要な生物多様性を有することが多く、環境保護や生物多様性保全において重要である。 
  これまでの研究で注目されてきた湿地が提供する生態系サービスは表 3.1 のようにまとめらる。重

要な点は、漁業生産や農業生産として補足される供給価値以上に、非市場価値が多くの項目数を占め

ていることである。環境保護に関しては、洪水や旱魃の緩和、水質の浄化、地下水の補充等といった

機能による水供給の安定化などが典型である。また生態系保全に関しては、渡り鳥の中継地としての

機能などがよく知られている。 
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表 3.1: 湿地の生態系サービス 

 
出典: Woodward and Wui (2001), TEEB (2010) and Barbier (2011)より作成 

 
 
こうした研究を踏まえ、これまでに数多くの湿地に対する経済評価研究が行われてきた。本研究では、

日本における湿地の属性別評価を行うにあたって、多属性評価環境評価データベース EVRI
（Environmental Valuation Reference Inventory）を利用して、先行研究の評価結果をレビューしす

る。 

EVRI から 52 の研究による 163 事例が収集された。表 3.2 はその集約である。 

 

Woodward and Wuil (2001) TEEB(2010) Barbier (2011)

地下水の補充(recharge) 供給機能 沿岸保全

地下水の放出(discharge) 食料 土壌侵食の制御

水質の制御 水 洪水防止

養分の保持，除去，転換 原材料 水供給

水生生物の棲息地 遺伝子資源 水質浄化

陸生生物の棲息地 薬品資源 炭素吸収

バイオマス生産と供給 鑑賞的資源 気候安定

洪水制御と防風の緩和 交通・輸送 原材料

堆積物の安定化 調整機能 採集活動

広範な環境一般 大気質の制御 観光，レクリエーション，教育，研究

気候の制御 文化，宗教，遺贈

極端気象の緩和

水フローの制御

水質浄化

土壌侵食の緩和

土壌形成

受粉

生物的制御

棲息地サポート機能

生物多様性保全

遺伝子資源

栄養循環

文化的機能

美観

レクリエーション，観光

教育

宗教・芸術

文化遺産
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表 3.2 湿地の経済評価の先行事例 

 

 

ID Author Year Wetland Name Country Obs
1 Shah et al. 2015 Sw at River Valley Pakistan 1
2 Szerenyi et al. 2001 Szgetkoz w etland  Hungary 1
3 Mahan et al. 2000 Wetland amenities in the Portland, Oregon United States 1
4 Signorello, G. 1999 Vendicari, Mediterranean w etland Italy 1
5 Janssen et al. 1999 mangrove forest in Pagbilao Philippines 3

6 Nunes et al. 2004 Venice Lagoon Italy 1
7 Turner, R.K. 1991 the Charles River w etlands United States 1
8 Mallaw aarachchi et al 2001 Herbert River District Australia 1
9 Oglethorpe et al 2000 Lake Kerkini Greece 1
10 Farber, S 1996 Wetlands of Louisiana United States 1
11 Mallaw aarachchi et al 2005 Tow nsville in Herbert and Brisbane in Sunshine Coast Australia 3
12 Gren, I-M 1993 Stockholm archipelago Sw eden 1
13 Andersson, Å 1994 The Baltic Sea drainage basin Sw eden 1
14 Curtis, I.A 2004 Wet Tropics World Heritage Area Australia 1
15 Emerton et al 1999 Nakivubo w etland Uganda 1
16 Sathirathai et al 2001 Ban Tha Po Moo 5 in Tha Thong subdistrict Thailand 1
17 Kroeger, T 2005 ecosystem in four-county area United States 6
18 Wells, A. R 2004 Low er Hatchie River Watershed United States 1
19 Ingraham et al 2008 Wetland in National Wildlife Refuge System United States 1
21 Brouw er et al 2005 Low -lying, severely f lood prone fluvial delta in the sub-district Homna Bangladesh 1
22 Baskaran et al 2010 Marlborough and Haw ke’s Bay New  Zealand 1
23 Mmopelw a, G 2006 Okavango Delta Botsw ana 2
24 Simonit et al 2011 Yala catchment on the Kenyan segment of  Lake Victoria Kenya 1
25 De Groot et al 2008 Mary River catchment Australia 2
26 Jane et al 2010 Fynbos Biome w etland South Africa 1
27 Brenner, J.et al 2010 Coast of Catalan Spain 13
28 Wilson, S. J 2012 Petticoat and Duff ins w atersheds Canada 1
29 Wilson, S. J 2010 British Columbia’s Low er Mainland region Canada 10
31 Holzinger, O 2011 Green Infrastructure in Birmingham and the Black Country United Kingdom 1
32 Beaumont et al 2010 coastal margin habitat United Kingdom 2
33 Christie et al 2012 Habitats in England and Wales United Kingdom 6
34 Trenholm et al 2013 Credit River Watershed Canada 2
35 MacDonald et al 2010 w etlands in Upper South Australia 1
36 Austin et al 2012 Muskoka River Watershed and the northern portion of the Black River Canada 1
37 Morris et al 2011 Humberhead United Kingdom 4
38 Camacho-Valdez  et al 2013 w etlands along Mexico’s northw est coast Mexico 9
39 Ibarra et al 2013 Xochimilco freshw ater ecosystem Mexico 6
40 Ndebele et al 2014 Pekapeka Sw amp New  Zealand 2
42 Aburto-Oropeza et al 2008 Mangrove ecosystem services in the Gulf of California Mexico 1
43 Alatorre-Sánchez, J.R 2008 Coastal w etlands in Mexico Mexico 5
44 Hovde et al 1994 Alice Wetlands United States 22
45 Poor, J 1997 Nebraska's Rainw ater Basin Wetland Region United States 1
46 Gren et al 1995 The Danube Austria 18
47 Roberts et al 1997 Mud Lake United States 1
48 Bann, C 1997 Koh Sra Lao, Koh Kapik and Lamdam Cambodia 6

49 Daniel A. Revollo-Fernández2015 urban w etland in Xochimilco Mexico 1
50 Siew  et al 2015 Paya Indah Wetland Malaysia 5
51 Felister et al 2014 Kilombero w etlands catchment area Tanzania 2
52 He et al 2015 Taihu Lake,Binhu district China 1
53 Sharma et al 2015 Koshi Tappu Wildlife Reserve Nepal 6
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表 3.2 には、アジア、アフリカ、アメリカ、オーストラリア、ヨーロッパの諸国の研究が含まれてい

る。もっとも研究事例が蓄積しているのはアメリカで 35 事例、続いてメキシコの 22 事例、スペイン

およびイギリスの 13 事例となっている。多くの研究では支払意思額(WTP)の推定がなされており、こ

こではまず全体の傾向をみるためのメタ分析を行う。 

 原論文では、1 年あたり、１ヘクタールあたりの湿地資源価値として WTP が提供されているので、

アメリカの 2011 年の購買力平価を用いて評価貨幣を共通化し、2011 年の CPI を基準にインフレーシ

ョンを考慮した。さらに、次の仮定をおいて各事例を比較する。 

    (1) 原論文の WTP を 2011 年の購買力平価に換算し、インフレーションを調整する。 

1. 2011 年米国の購買力平価を用いる 

2. 2011 年の CPI を 100 と置く 

3. 換算された WTP = 原論文の WTP x PPP x CPI で計算する。 

(2) 現在価値(PV)について、各年の WTP から求める 

4. 1 世代を 30 年としオリジナルの WTP は当該世代に渡って支払われるとする。 

5. 割引率 r＝３％ とする。 

6. 1 ヘクタールあたりの WTP＝= PV = ∑ (  /ℎ / )/(1+r)30 で計算す

る。 

 

先行研究で対象とされている湿地は非常に多様であり、もっとも小規模なものは米国のノーム湿地で

1.2ha である一方、もっとも大規模なものは National Wildlife Refuge System の 384,451,360 ha

である。また、発展途上国も先進国もデータベースには含まれており、もっとも GNI が低い国はスロ

バキアであり、1992 年の調査時において 1 人あたり GNI は 918 ドルであった。 

  評価対象の規模や評価主体の所得は自然資本の経済評価値に大きな影響を与えることは、これまで

の本研究においても確かめられていることから、こうした影響について考慮する必要がある。 

 

3.1.2 メタ分析 
ここでは、Brander et al (2006) and Barrio and Loueiro (2009)を参考にしたメタ分析をおこなう。被説

明変数は湿地に対する WTP であり, 説明変数は対象属性 Xe、評価者の社会経済属性 Xg、評価手法に

ついての属性 Xs を変数として、次式で表現される。 
                                                = +   +     +   +                             

(1) 

ただし、α は定数項、ベクトルβは各説明変数の係数、 ε は e 誤差項である。 表 3.3 は各変数の要約

である。 
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表 3.3 被説明変数と説明変数のリスト 

 

 

社会経済属性としては、GNI の対数値と人口密度の対数値を含んでいる。対象値属性としては、対

象地の緯度、位置する大陸、および位置する場所が都市か否かを含んでいる。研究属性としては、各

WTP が評価された際に用いられた手法があり、評価された機能として湿地の生態系サービスは 11 の

カテゴリーにわけられる。 

Category Variables Variable type Definition Obs
Dependent lnw tp Ratio logarithm of WTP per hectare 162
Explanatory
      Socio-economic lngni Ratio logarithm of per capita GNI 163

lnden Ratio logarithm of population density 163
      Geographic latitude Ratio latitude (asolute value) 163

continent Nominal America 73
Europe 48
Asia 24
Africa 11
Australia 7

  strata Nominal urban 131
rural 32

      Valuation methods method Nominal CVM 39
Hedonic pricing 2
TCM 4
Replacement cost 19
Production function 69
Market prices 30

      Wetland type type Nominal Mangrove 16
Salt/brackish marsh 19
Fresh marsh 112
Wood land 7
Mixed 9

      Wetland service service Nominal Flood control 11
Water supply 8
Water quality 6

Habitat and nursery 14

Hunting 1

Fishing 4

Material 3

Fuelw ood 3

Amenity 6

Biodiversity 43

Mixed 64
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推定結果は表 3.4 のように得られた。 

 

 

表 3.4: 先行研究のメタ分析結果 

 
 

表 3.4 では多重共線性を考慮しつつ、係数の安定性と各説明変数の相対的重要性を評価するために、4

つの推定モデルを示している。モデル 1 は社会属性、対象属性、研究属性が WTP に与える影響を分析

している。モデル２と３は湿地タイプと湿地の生態系サービスの影響をそれぞれ分析している。モデ

ル４はフルモデルである。 

  社会経済属性について、GNI の対数値(ln gni)は湿地の評価値（WTP）に対して有意に正の影響を与

えており、GNI の 1%の増加は、湿地の評価を 1.004〜1.080%ほど高めることを示唆する。また、人口

密度の対数値（ln density）湿地の価値評価に正の影響をあたえることを示し、人口密度の 10%の増加

ln(w tp) (1) (2) (3) (4)
ln(gni) 1.004 *** 1.022 *** 1.055 *** 1.080 ***
ln(density) 0.489 ** 0.407 * 0.482 ** 0.430 *
latitude (absolute) -0.035 -0.024 -0.032 -0.019
continent (America)

Europe -0.553 -0.124 -0.548 -0.237
Asia -0.967 -0.435 -0.565 0.033

Africa 1.037 1.245 0.760 1.022
Australia -1.254 -0.754 -1.331 -0.584

urban 0.483 0.412 0.475 0.383
valuation methods (CVM)

Hedonic pricing -3.350 * -3.512 ** -3.900 -3.953 *
TCM -0.464 -0.385 -0.359 -0.198

Replacement cost 1.808 ** 2.076 *** 2.027 *** 2.357 ***
Production function 0.524 0.748 0.628 0.903

Market prices 0.768 -0.067 0.882 0.145
w etland type (Mangrove)

Salt/brackish mash -1.090 -1.109
Fresh mash -1.133 -1.454 *
w ood land 0.058 -0.245

Mixed 1.259 1.354
Wetland service (Flood control)

Water supply 0.447 0.229
Water quality -0.483 -0.969

Habitat and nursery 0.830 0.708
Hunting 1.947 ** 0.620
Fishing -0.219 -0.764
Material 2.770 2.126

Fuelw ood -1.457 -2.134 **
Amenity 1.883 * 1.763

Biodiversity 0.747 0.830
Mixed 0.444 0.481

constant -1.827 -1.414 -3.069 -2.676
Observation number 163 163 163 163
R-Square 0.294 0.327 0.354 0.394
Note: *, **, *** means statistically signif icant at 10%, 5% and 1%, respectively
         variables in brackets () are referenced variables 



 

121 
 

は湿地の評価値を 4.07〜4.89%高めることを示唆する。  

  こうした社会経済属性に対して、本分析では対象属性は WTP に与える影響が観察されなかった。ま

た、研究属性ではヘドニック価格法、代替法、および限界評価法といった評価手法が評価値に影響し

ていた。CVM に対して、ヘドニック価格法は下方評価値を、代替法は上方評価値を与える傾向にある。

生態系サービスについては、木材供給は洪水防止といった機能に比べて低く評価されている。また、

レクリエーション（狩猟）やアメニティ供給は高く評価されていることもわかる。 

  しかしながら、こうしたメタ分析の結果からではそれぞれの生態系サービスについての評価値につ

いて詳細な情報は得られなかった。そこで、平成２８年度に行った原単位評価に加えて、属性別評価

をする際には、多属性評価を志向するコンジョイント分析の利用が考えられる。 

 

3.1.3 日本おける湿地の多属性評価 

多属性評価に対応するコンジョイント分析の利点をまとめると、次のような点があげられる。 
(1) 広範な対象について評価ができる。 
(2) 非利用価値を評価できる。 
(3) 多属性を有する環境について、属性ごとの評価ができる。 

ただし、コンジョイント分析で評価される WTP は余剰価値であって、SEEA-EEA が準拠する交換価値

とは異なる点に注意が必要である。本分析によって得られる評価値は、本研究で提示する生態系勘定

表において、余剰価値表における生態系サービスごとの価値にかんする情報に相当する。 

  コンジョイント分析では、アンケートによる質問をおこなう。その際に、回答者の情報処理能力に

は限界があり、適切な情報量で提示を行わないと回答者は適切な回答ができなくなることが明らかに

されている。特に、Miller (1956)の指摘以来、多属性を評価できるコンジョイント分析とはいえ、多

すぎる属性を評価対象にすると認知的負荷が大きすぎて適切に評価できないことが指摘されており

（栗山 1999）、６属性以内に抑えることが推奨されている。そこで湿地のもつ生態系サービスには、

平成 25 年度の環境省による湿地に関する調査結果発表（環境省 2015）を参考に次の６属性を想定し

た。 

 

 
図 3.1 コンジョイント分析で想定した湿地属性 

それぞれの属性について、評価に必要な最小限の認識を共有するために、次のような説明を加えてい

1  水質浄化機能（質素吸収） 

2  生態系保全機能 

3  内水面漁獲量 

4  レクリエーション機能 

5  地球温暖化防止機能（二酸化炭素吸収） 

6  年間負担額 
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る。 
 
 

1. 水質浄化機能：植物体や微生物が、土壌や流水中に含まれる栄養塩（窒素やリン等）を吸収・

分解することで水質を浄化する機能 
2. 生態系保全機能：多くの野生動物（渡り鳥、水生生物、湿性植物など）に、健全な生息・生

育環境を提供する機能 
3. 内水面漁獲量：魚類や貝類、海藻類などの水産資源を提供する機能（海面漁業(海で行う漁業)

漁獲量は含まない） 
4. レクリエーション機能：観光やレクリエーション（動植物の採集、バードウォッチング、散

策、潮干狩りなど）の機会を人々に提供する機能 
5. 地球温暖化防止機能：保水や二酸化炭素貯蔵の働きにより、湿地が気象変化を緩和する機能 
 

なお、これらの質問のあとに、現時点での認識の度合いや、重要性についての質問を行い、データと

して入手するとともにコンジョイント分析の質問に答える用意を促した。 
  コンジョイント分析ではこれらの属性からプロファイルを作成し、それに対する回答データから各

属性のウェイトを推定する。各属性について水準を組み合わせることでプロファイルは作成される。

本研究で想定した水準は表 3.5 のとおりである。 
 

表 3.5 湿地のプロファイル作成における水準 

 

 
各水準を直交計画法にもとづいて組み合わせ、プロファイルを作成することで、最小の観察で効率良

い推定が行えるようになる。直交計画の結果、25 通りのプロファイルが作成された。しかし、一人あ

たり 25 問の質問は多すぎるため、5 バージョンに分割し、一人あたり 5 回の繰り返し質問数とした。

この回数は、先行研究では 8 回ほどの繰り返し質問が多く実行されていることを考えると、十分に回

答可能な範囲である。 
  こうして組み合わされたプロファイルからなる選択質問例として図 3.2 に示す。この繰り返し質問

属性 水準１ 水準２ 水準３ 水準４ 水準５

地球温暖化防止機能（二酸化炭素吸収）
現状の75%
（25%減少 ）

現状を維持す
る

現状125％
（25％増加）

現状の150%
（50％増加）

水質浄化機能（窒素吸収）
現状の75%
（25%減少 ）

現状を維持す
る

現状125％
（25％増加）

現状の150%
（50％増加）

生態系保全機能

湿地の生物の
種数が現状の
75％になる
（25%減少）

湿地の生物の
種数は変わら
ない

湿地の生物の
種数が125％
になる（25%増
加 ）

湿地の生物の
種数が150％
になる（50%増
加 ）

レクリエーション機能

森林のレクリ
エーション可能
面積が現状の
75%になる（25%
減少）

森林のレクリ
エーション可能
面積は変わら
ない

森林のレクリ
エーション可能
面積が現状の
125%になる
（25%増加）

森林のレクリ
エーション可能
面積が現状の
150%になる
（50%増加）

内水面漁獲量 現状の75%
（25%減少 ）

現状を維持す
る

現状125％
（25％増加）

現状の150%
（50％増加）

1年あたりの負担金 1,000円 2,000円 5,000円 10,000円 20,000円
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に対する回答を次節で述べるロジットモデルによって分析することで各属性のウェイトを推定する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 3.2 コンジョイント分析質問例 

 
 
3.1.3.1 推定モデル 
  コンジョイント分析は効用理論と整合的なかたちで定式化することができるため、支払い意思額の

推定に利用される。効用関数(3-1)式を仮定する。 

    (3-1) 

ここで、Uin は個人 が選択肢 を選んだときの効用を表し、Vin は提示されたプロファイルからの観

察可能な効用の確定項とする。εin は誤差項であり、条件付きロジットモデルで解析する場合は第一種

極値分布(EV1)を想定する。 
選択型コンジョイント分析は、幾つかの選択肢集合の中から、最もよいと思った選択肢を 1 つだけ

選択することを要求するものである。回答者に提示された選択肢の集合を Cn とすると、個人 が Cn

の中から選択肢 を選ぶ確率 Pin は、(3-2)式のように表現できる。 

    (3-2) 

 (3-1)式を代入して変形すれば、次のようになる。 

    (3-3) 

McFadden (1974)により条件付きロジットモデルは次のように定式化されることが示されている。 

in in inU V

n i

n
i

( , )in in jn nP prob U U for all j C

( , )
( , )

in in in jn jn n

jn in in jn n

P prob V V for all j C
prob V V for all j C
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    （3-4） 

この式を利用して、ランダムに与える部分プロファイルから、効用関数のパラメータ、すなわち各属

性のウェイトを求める。 
 

3.1.3.2 推定結果 

  まず、全国のデータをプールし、コンジョイント分析を行う。推計に用いたサンプルサイズは 3,209
である。ただし、一人あたり 5 回の繰り返し部分プロファイル選択質問を行っているために、解析に

使われたデータは 16,045 の選択データである。 
 

表 3.6 湿地資源の属性別評価結果（全国データ） 

 

 

  評価対象である 6 つの属性についてすべて有意かつ理論的整合的な係数が推定された。 
  この結果から、各属性への支払い意思額（限界 WTP）は次のように計算される。 
 
 

表 3.7 各属性に対する限界意思額（全国データ、単位：円） 

 
 
 
  表 3.7 の結果が示すように、交換価値として現れる内水面漁業やレクリエーション機能よりも、湿

Pin =
exp(Vin )

exp(V jn )
jå

Estimates Std.Err. Est./s.e. Prob.

地球温暖化防止機能（二酸化炭素吸収） 0.008679 0.00041 21.15 0

水質浄化機能（窒素吸収） 0.006707 0.000319 21.01 0

生態系保全機能 0.008039 0.00036 22.33 0

レクリエーション機能 0.003687 0.0003 12.3 0

内水面漁獲量 0.003366 0.000324 10.39 0

1年あたりの負担金 -9.6E-05 3.32E-06 -28.95 0

No choiceダミー 2.765221 0.045297 61.05 0

Number of obs.

Log Likelihood

16045

-21301.184

MWTP

1 地球温暖化防止機能（二酸化炭素吸収） 90.2

2 水質浄化機能（窒素吸収） 69.7

3 生態系保全機能 83.6

4 レクリエーション機能 38.3

5 内水面漁獲量 35.0

Attribute
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地のもつ価値としては地球温暖化防止、生態系保全、水質浄化といった非市場価値が高く評価されて

いることがわかる。このことから、森林資源と同様に、湿地資源も交換価値か余剰価値かという価値

基準の選択が生態系サービス評価に大きな差異をもたらすことがわかる。 
  この評価値は、湿地資源のもつ各属性について、1％の機能増加がもたらす貨幣評価額であることに

注意されたい。すなわち、現在享受している原単位あたりの評価額を前提として、その評価額を構成

する各属性のウェイトを表すものであると考えることができる。森林資源の場合と同様に、このウェ

イトを用いて生態系フレームワークにおける生態系サービスごとの評価値の算出を行う。 
  次に、本研究では国内における地域差を考慮した推定を行う。そのために、データを地域別に分け

て推定し、それぞれの地域におけるウェイトを算出する。各地域別に推定された MWTP 係数を表 3.8
にまとめる。 
 

表 3.8 湿地の各属性に対する限界支払意思額（各地域、単位：円） 

 

 

なお、表 3.8 における各地域に含まれる都道府県は、表 3.9 のとおりである。 

 

表 3.9  各地域の含む都道府県 

 
 

 

表 3.8 が示すとおり、各地域によって属性ごとの評価に差異があることがわかる。地球温暖化防止機

能は関東、東海、近畿といった大都市が多いエリアで高い評価値を示している。生態系保全機能は、

北陸、北海道・東北、中国・四国といった大都市が比較的少ないエリアで高い評価値を示している。

レクリエーション機能は北海道・東北、南関東、中国・四国、九州で評価が高かった。 

  本研究で提供する生態系勘定は都道府県別であるため、各ブロックに属する都道府県は同一のウェ

イトを取ることになる。都道府県別の推定も、原理的には可能であるのだが、サンプルサイズの問題

などから良好な推定結果は得られなかった。しかしながら、湿地資源の特性や社会経済特性は地域ブ

ロックのなかで大きな相違はないと考えられることから、地域ブロック内の都道府県は共通の傾向を

北海道・東北 南関東 北関東・甲信越 北陸 東海 近畿 中国・四国 九州

地球温暖化防止機能（二酸化炭素吸収） 68.6 91.4 143.5 102.6 109.2 84.4 79.7 84.3

水質浄化機能（窒素吸収） 66.8 74.6 92.8 79.1 70.3 55.7 82.8 58.1

生態系保全機能 83.8 91.1 70.8 127.8 75.6 77.4 83.8 73.3

レクリエーション機能 40.7 50.5 29.5 26.6 18.8 25.3 43.6 46.4

内水面漁獲量 27.7 41.0 16.9 12.2 40.5 36.0 23.0 40.5

Number of obs. 339 1076 129 111 405 542 265 342

Log Likelihood -2210.198 -7217.768 -859.300 -732.358 -2672.443 -3581.379 -1730.195 -2252.779

北海道・東北 北海道 青森 岩手 宮城 秋田山形 福島

南関東 埼玉千葉 東京 神奈川

北関東・甲信 茨城 栃木 群馬 山梨 長野

北陸 新潟 富山 石川 福井

東海 岐阜 静岡 愛知 三重

近畿 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山

中国・四国 鳥取 島根 岡山 広島 山口 徳島 香川 愛媛 高知

九州 福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄
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持つと考える。この点については、次節の森林の属性別推定についても同様である。 

 

 
3.1.4 森林の地域別推定（平成 28 年度報告書への補論） 
  昨年度は森林資源の生態系サービスごとの評価を行ったが、地域別に推定に至っていなかった。本

年度はそれを補うため、本年度、湿地について分析した地域ブロックと合わせた、地域別推定を行っ

た。その結果は表 3.10 に示される。 

 

表 3.10 森林の各属性に対する限界支払意思額（各地域、単位：円） 

 

 
 

  本研究で提供する生態系勘定は都道府県別であるため、各ブロックに属する都道府県は同一のウェ

イトを取ることになる。 

 
3.1.5 まとめ 
  本章は生態系勘定体系における価値情報を提供することを目的としている。昨年度までに、森林資

源の原単位価値（ha あたり価値）および生態系サービスごとの価値（属性別価値）の推定、および湿

地資源の原単位価値（ha あたり価値）の推定が完了している。本年度は、湿地に関する生態系サービ

スごとの価値の推定を行うとともに、生態系サービスごとの評価を地理的・社会経済的特徴を表すた

めに地域ごとに推定した。 

  これにより、日本における生態系勘定を構築する上で重要な生態系資源である森林と湿地について、

原単位価値と属性別価値の両方が揃うこととなった。次章において、第 1 章で議論した勘定フレーム

ワークに導入していくと同時に、量的情報とあわせて、森林と湿地についての生態系のストック勘定

を完成させる。 

 
 
 

3.2 ３年間の研究を通じて得られた成果 

3.2.1 環境の経済的価値 

生態系ストックや生態系サービスは、典型的な「市場価格を持たない価値物」（植田 1996）である。

こうした自然資本の持つ非市場的価値を評価するために、環境の経済評価手法が開発されてきた。環

境の経済評価手法は、非市場的な価値を含めて環境・資源・生態系のもつ価値は貨幣単位という一元

化された尺度で計測しようとするものである。したがって、我が国における生態系サービスを勘定体

系の枠組みで評価するという本研究課題の目的に沿った分析手法である。 

北海道・東北南関東 北関東・甲信北陸 東海 近畿中国 四国 中国・四国 九州

水資源を蓄える働き 32.2 48.2 31.3 40.1 38.2 38.6 38.6 42.2 36.7 37.5

山崩れや洪水などの災害を防止する働き 33.8 47.3 39.7 34.0 38.7 40.9 40.9 30.2 34.2 41.1

二酸化炭素を吸収し、地球温暖化防止に貢献する働き 33.3 46.9 42.1 32.7 37.6 37.7 37.7 43.0 39.6 35.6

野生動植物の生息の場を与え、生態系を保全する働き 23.4 36.6 31.4 25.6 29.8 30.7 30.7 14.9 24.4 34.5

木材を生産する働き 20.7 31.4 26.4 27.4 22.9 28.5 28.5 26.7 27.8 25.1

観光や、登山やハイキングなどの場を提供する働き 17.0 24.0 19.5 23.0 22.8 27.0 27.0 -3.4 12.8 23.9
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しかしながら環境の経済評価手法は万能ではなく、方法論的な克服すべき問題点が多く提起されてい

る。環境の経済評価手法を適用した事例研究はこの数十年で非常に多く蓄積が進んでいる一方で、必

ずしもすべてが生態系勘定として利用可能な評価地を提供しているかについては留保される。そこで

本章では、環境の経済評価手法の理論的背景と、その実践的目的を明確にしたうえで、生態系サービ

ス評価に応用するための条件や実践を提案する。 
 非市場価値をもつ生態系サービスは、市場においては不当に低く評価されているため開発における

意思決定において常に破壊の圧力にさらされる。生態系サービスをふくめて、環境評価手法が評価対

象とする価値は、Turner et al.(1994)により一般的に次のように定められている。 
 

総経済価値(TEV; Total Economic Value) 
＝利用価値(Use value)＋非利用価値(Non-use value) 

 
利用価値には、実際に利用して得られる価値(Actual use value; 直接利用価値)のほかに、将来の利

用のために保持する価値(Option Value; オプション価値)がある。非利用価値とは、その環境を全く利

用しないにもかかわらず、それに価値があると感じるときに認められるものである。なかでも、それ

が消失することを「損失」と感じる場合に認められるのが存在価値と呼ばれるものである。また、自

分は利用しないが、他人のために在ったほうがよいと感じる場合、利他的価値(その他者が同世代の場

合)ないし遺贈価値(将来世代の場合)と呼ばれる。これらは、図 3.3 のようにまとめられる。 
 

  

＜Bateman et al.(2002)から作成＞ 
図 3.3 環境経済価値の分類 

 
このように、環境は多面的な諸価値を有しており、それらのすべてが取引される性質のものとは限

らない。このために、市場価格(=利用のためのコスト)は、社会的価値ないしは福祉を反映したもので

ある計算価格から下方に乖離し、その結果、環境の過剰利用が発生するのである。 

環境の総経済価値(TEV)

利用価値
(Use Value)

非利用価値
(Non-Use Value)

遺産価値

存在価値
(Existence Value)

オプション価値
(Option Value)

直接利用価値
(Actual Use Value)

他者のため

利他的価値

環境の総経済価値(TEV)

利用価値
(Use Value)

非利用価値
(Non-Use Value)

遺産価値

存在価値
(Existence Value)

オプション価値
(Option Value)

直接利用価値
(Actual Use Value)

他者のため

利他的価値
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したがって、生態系勘定における自然資本ストック評価において市場価値ベースで評価付けを行っ

ていくと、深刻な過小評価につながりかねない。たとえば、世界銀行の World Development 
Indicators(WDI)などでは、森林資源の価値評価において木材価格と伐採費用に基づく市場レントを用

いている。これは図 3.3 における直接利用価値に相当するものであるが、その他の価値を反映してい

るものとはいえない。これは森林資源の過小評価である。したがって、WDI データベースが提供する

森林資源評価をそのまま生態系勘定に取り入れることはできない。改めて評価のプロセスを取る必要

がある。 
  その際によってたつ理論的バックグラウンドは、効用理論に求められる。すなわち、消費者余剰に

よる測定である。消費者余剰には、マーシャルの消費者余剰とヒックスの消費者余剰があるが、環境

評価では一般にヒックス余剰に基づいた評価がなされる。それは、マーシャルの余剰には価格変化の

順序(経路)に依存して消費者余剰の値が変化してしまうという経路従属性の問題があるからである

(Johansson 1987)。 
 ヒックス余剰は、変化する対象と効用水準の参照点の置き方によって 4つに分類される(Hicks 1943)。
変化する対象が価格の場合、参照点が変化前ならば補償変分(CV; Compensating Variation)、参照点

が変化後ならば等価変分(EV; Equivalent Variation)と呼ばれる。また、変化する対象が物量の場合、

参照点が変化前ならば補償余剰(CS; Compensating Surplus)、参照点が変化後ならば等価余剰(ES; 
Equivalent Surplus)である。 

環境評価の文脈で定式化するならば次のようになる(栗山 1998, Flores 2003)。 p を市場財の価格

(ベクトル)、Q を環境財(質)、y を所得とし、間接効用関数を V(・)、添え字 0 を変化前、1 を変化後、

とすると、 
 

  0 0 0 1 0 0( , , ) ( , , )V p Q Y V p Q Y CV U   (1) 
  0 0 1 0 1( , , ) ( , , )V p Q Y EV V p Q Y U    (2) 
  0 1 0( , , ) ( , , )V p Q Y V p Q Y CS U        (3) 
  0 1 1( , , ) ( , , )V p Q Y ES V p Q Y U        (4) 
 
(1)式が CV、(2)式が EV、(3)式が CS、(4)式が ES を、それぞれ定義している。通常、環境評価は、環

境質 Q の変化を測定することを目的とするため、(3)式あるいは(4)式が用いられることが多い。一般

に、環境質変化 0 1Q Q が「改善」である場合、CS は環境を改善させるための支払意思額(WTP; 
Willingness to Pay)、ES は環境改善をあきらめることの受入意思額(WTA; Willingness to Accept)と
呼ばれる。また、環境質変化 0 1Q Q が「悪化」の場合は、CS が WTA、ES が WTP となる。CS と

ES のどちらの厚生測度を用いるかは、環境に対する権利の所在に依存するが(鷲田 1999)、NOAA パ

ネルなどで一般に推奨されている生態系価値の評価枠組みは、WTP に基づくものである。 
 

3.2.2 環境の経済評価の手法 

前小節で概観したとおり、経済理論の枠組みにもとづいて生態系サービスを評価するためには、利

用価値だけでなく非利用価値を合わせて WTP を測定することにある。そのために利用可能な環境評

価手法としては、表明選好法が適用可能である。図 3.4 が示す通り、環境の経済評価手法には表明選
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好法だけでなく顕示選好法もある。しかしながら顕示選好法は、レクリエーション価値など生態系サ

ービスの重要な要素を評価することができる一方で、存在価値などの評価対象を測れない性質が指摘

されているため、我が国においても顕示選好法で生態系サービス源の評価が蓄積しているが、その評

価値を生態系勘定で用いる際には注意を要する。 
  

 
 出典 Bateman et al.(2002)から作成  

図 3.4 評価のアプローチと評価する価値 
  
  それに対して表明選好法は、生態系サービスの幅広い価値を測定することが可能である。表明選好

法には仮想評価法 （CVM; Contingent Valuation Method）やコンジョイント分析がある。これらは

環境評価手法として、とりわけ発展の目覚しい手法である。CVM の歴史は比較的古く、Ciriacy-
Wantrup(1947)がその概念を最初に提案したと言われている。また、CVM の手続きを体系的にまとめ

た Mitchell and Carson(1989)によれば、CVM を用いた最初の実証研究は Davis(1963)であると言わ

れている。 
CVM は生態系の価値を経済的に評価する要請（1989 年のエクソン=バルディーズ号事件およびオ

ハイオ裁判）を受けて開発された。エクソン=バルディーズ号事件は、アラスカ沖で座礁したエクソン

社のバルディーズ号から大量の原油が流出し、深刻な海水汚濁や沿岸レクリエーション地の破壊など

をもたらした事件であり、その損害賠償額を算定するにあたり、非利用価値を含めるか否かで大論争

を引き起こしたものであった。オハイオ裁判は、スーパーファンド法における損害評価の手続きに関

する内務省のルールを巡って、オハイオ州政府および環境保護団体と産業界側とが争った裁判であり、

評価対象を非利用価値まで範囲を広げるとともに CVM 適用の妥当性を判決として下したものである。

これはバルディーズ号事件の 4 ヶ月後のことであった。その後、1993 年にアメリカ商務省国家海洋大

気管理局（NOAA; National Oceanic and Atmospheric Administration）によって CVM の有効性を

認める結論が出され、非利用価値の認知がさらに進んだ。1989 年からのこれら一連の事件を経て、非

利用価値を推定する手法として表明選好法が大きく発展するに至った背景がある。これをうけて、そ

の後の生態系サービス評価を目指したミレニアム生態系評価や TEEB 報告書などの大型研究プロジ

ェクトでも、かならず注目される手法となっており、本研究プロジェクトにおいても重要な手法と位

置づけられる。 

ヘドニック法

環境の総経済価値(TEV)

利用価値(Use Value) 非利用価値(Non-use value)

顕示選好法(RP) 表明選好法(SP)

CVMコンジョイント分析トラベルコスト法ヘドニック法

環境の総経済価値(TEV)

利用価値(Use Value) 非利用価値(Non-use value)

顕示選好法(RP) 表明選好法(SP)

CVMコンジョイント分析トラベルコスト法
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 CVM の最大の欠点は、様々な評価バイアスが入り込む余地があることにある8。従って、CVM 研究

の主要な課題は、いかにしてバイアスを最小に抑えるか、という点であった。そのために、調査票の

作成や回答方式の工夫などに研究の力点が置かれている。逆に言えば、調査計画の策定や調査票作成

において問題が含まれている場合、その評価値の利用可能性は非常に損なわれてしまうことになる。

こうした観点から、既存の評価研究を概観することが本サブテーマの課題でもある。 
CVM は、調査票における回答方法によって解析モデルが異なり、大きく分けて、自由回答型、付け

値ゲーム型、支払カード型、二肢選択型がある。どのタイプを用いるかによって、支払意思額の推定

値が異なることがあるため、その選択は重要である。Welsh and Poe(1998)では、自由回答型、支払カ

ード型、二肢選択型のそれぞれでの評価値を推定し比較した。その結果、それぞれ、$54、$37、$98
という結果を示し、およそ 165%程度の乖離率を示した。Ready et al.(2001)も同様に、支払カード型

で低い評価値を示した。こうしたことから、しばしば大きくなりがちな非利用価値の推定にたいして

「控えめな推定」（NOAA パネル）を行いつつ、マクロ規模での調査のために汎用性のある生態系サ

ービス評価を行うためには、支払カード型は有力な手法の一つである。CVM の詳細な解説文献はかな

りの蓄積が進んでいるため、どのような手順を踏んだ CVM サーベイ調査が利用性が高いかについて

の判断材料となる（Mitchell and Carson(1989)、Bjornstad and Kahn(1996)、Bateman and 
Willis(1999)、Bateman et al.(2002)、Champ et al.(2003)、Haab and McConnell (2002)、Nocera(2003)、
Herriges and Kling(1999)、Alberini and Kahn (2006)、Wilis and Garrod (2012)、栗山(1997,1998)、
鷲田(1999)、鷲田他(1999)、柘植他(2011)）。 

また、マクロ的な原単位価値だけでなく、質的な要素をより詳細に価値付ける際にはコンジョイン

ト分析の利用が考えられる。コンジョイント分析の利点は下記のような点があり、生態系勘定で質的

な要因を考慮する際には有用である。 
 

(1) 広範な対象について評価ができる。 
(2) 非利用価値を評価できる。 
(3) 多属性を有する環境について、属性ごとの評価ができる。 

 
(1)、(2)は顕示選好法と比較して、(3)は CVM と比較して、コンジョイント分析の特徴が明らかとなる

であろう。環境は本質的に多属性性を有するものが多く、環境にインパクトを与える政策プロジェク

トについて、属性ごとに評価されるべきケースが多い。そのときに(3)多属性評価が可能なコンジョイ

ント分析が注目されることになる。また、コンジョイント分析のなかでは、選択型実験と呼ばれる手

法が優れていることが近年の研究で明らかとされてきており、日本版生態系勘定として生態系サービ

ス源の質をより詳細に把握・評価する際には有力な手法である。 
 

3.2.3 生態系サービス勘定に応用可能な環境の経済評価手法 

生態系サービスを評価するにあたって、環境評価手法がどの価値を測定対象にしているか、そして

どのように評価しているかによって、生態系勘定に応用可能かどうかが判断される。ここでは、評価

手法、評価主体単位、評価の時間的単位、評価の空間的単位の観点を提起する。その後に、今年度の

                                                   
8 様々なバイアスについては、Mitchell and Carson (1989)や栗山(1998)にまとめられている。 
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生態系サービス源としての森林資源を測定するこれまでの評価事例を概観する。 

3.2.3.1 評価手法 

前節でみたとおり、いずれの手法を採用するかによって評価対象と評価結果は異なる。生態系勘定

として評価結果を集約する際には、こうした手法の差異を考慮してまとめていく必要がある。 
 

(1) 置換法（特定の生態系サービスに着目して、その機能を人工物で代替するために掛かる費

用から推定） 
(2) 家計生産法（生態系サービス保全のための家計支出から推定） 
(3) ヘドニック価格法（生態系サービスが地価や不動産価格に与える影響から推定） 
(4) トラベルコスト法（生態系サービスが訪問行動に与える影響から推定） 
(5) 仮想評価法（アンケート調査により生態系サービスに対する支払意志額から推定） 
(6) コンジョイント分析（アンケート調査により生態系サービスに対する支払意志額を、生態

系の属性ごとに推定） 
(7) 市場価格・レント（市場取引される生態系サービスを、その交換価格から推定） 

 
3.2.3.2 評価の主体 

生態系サービス評価については、評価主体の単位についても注意が必要である。これまでの評価事

例では次のようなものがある 
(1) 国家・自治体単位で評価して公共部門の支出として生態系サービスを評価。国民経済計算、

県民経済計算、産業連環などのマクロデータから推計するため、評価主体は国あるいは県全

体となる。 
(2) 世帯・家計に着目したもの。家計生産法や世帯単位での支払意志額を推計した場合に、評価

主体は世帯となる。 
(3) 個人に着目したもの。支払意志額を個人一人あたりで算出したもの。 

 
  こうした評価主体の取り方は、生態系勘定として利用する際に非常に重要である。従来の評価事例

は次節で精査するが、国全体（あるいは県全体）に当てはめて考える時、支払意志額に世帯数を乗じ

る場合（2）と、人口を乗じる場合(3)では、かなり大きな差異が発生する。たとえば表明選好法などで

支払意志額を測定する場合に、分析枠組みにおいて評価の主体があいまいな場合、そうした影響が生

態系勘定では評価結果に重要な影響を与える。こうしたことから、生態系勘定に応用可能な評価手法

を精査する場合には、評価主体の取り扱いは慎重な配慮を要する。 
 
3.2.3.3 評価の時間的単位 
  評価の時間的単位として、大きく分けて次の 2 つがある。 

(1) 一回の評価値として評価する。例えば CVM の支払意思額の調査で一回だけの支払として分析

されており、その後の支払は求められないようなシナリオでの評価。 
(2) 毎年の負担額として評価する。例えば CVM の支払意思額の調査で税あるいは基金等による毎

年の支払としての評価。あるいは国民経済計算、県民経済計算、産業連環などによる毎年の生
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態系サービスフローとしての評価。 
 
こうした違いも、生態系勘定の評価値として集約する場合には配慮を要する。生態系勘定のフレーム

ワークに合わせて、ワンショットの評価値(1)として評価すべきか、国民経済計算のように毎年の価値

(2)として評価すべきかを統一する必要がある。経済理論における合理性の仮定によれば、将来割引な

どの考慮によって (1)と(2)は変換可能ではあるが、合理性の仮定はかなり強い仮定であり、評価手法

における時間単位のの選択によって評価値は左右されることを踏まえておいたほうがよい。 
 
3.2.3.4 評価の空間的単位 
  最後に、評価値が評価対象の空間的広さを考慮しているか、また便益の波及範囲をどの程度想

定しているかについても考慮する必要がある。前者はスコープ無反応性という環境の経済評価手

法の問題に関わる。スコープ無反応性は、Kahneman et al. (2000)らによって環境の経済評価手

法への批判として指摘された性質であり、 2000 羽の渡り鳥保護と 2,000,000 羽の渡り鳥保護に

対する WTP に差異がなかったという実験結果とともに示されたものである。こうした問題は他

の生態系の価値評価にも応用可能であり、森林評価の場合も保全対象の空間的単位を無視して評

価してしまう場合、国全体あるいは県レベルで森林面積等を乗じて評価することが不可能となる。 
  したがって、生態系勘定に応用可能な評価手法として、空間的単位の取扱いが適切かどうかに

ついて慎重な配慮が求められる。 
  
 

3.2.4 評価値の妥当性 

生態系勘定への応用可能性を検討する際に、生態系サービス評価値の妥当性を検証することは重要

なステップである。評価結果の妥当性について、特に表明選好法における検証点として Mitchell and 
Carson(1989)や Bateman et al.(2002)では、趣意妥当性(Content Validity)、基準関連妥当性(Criterion 
Validity)、構成概念妥当性(Construct Validity)の観点から検討することを推奨している。構成概念妥

当性は、収束妥当性(Convergent Validity)）と理論的妥当性(Theoretical Validity)に分けられる。 
趣意妥当性とは、もともとの調査の意図を妥当とするかということであり、これは最終的には調査

者の主観的判断に基づくことになるが、専門家やフォーカスグループとの間で議論すべき項目である

といえる。基準関連妥当性は、実際の市場データと比較して、評価値が妥当な値であるかを検討する

ものであり、同一対象を扱う顕示選好法の結果と比較することでチェックされる。実際には多くの研

究で表明選好法と顕示選好法とで評価値が乖離することが確認されている(Carson et al.(1996), 
Carlsson and Martinsson(2001))。しかし、そもそもの問題として表明選好法は、現実市場データが

ないために開発された手法であり、これをチェックすることはしばしば不可能である。竹内(1998)が
述べるとおり、もともと市場価格のないものへ市場価格をつける試みであるため、それが正しい値か

どうかは決定できないのであり、全般的な評価研究の蓄積に依存するのである。 
収束妥当性は、他の手法による評価の結果と比較することで確認され、環境評価研究の場合は、CVM

とコンジョイント分析という二つのことなる表明選好法の比較対照により検討できる。つまり、同じ

対象を測るならば同じ額で評価されねばならない(Stevens et al. 2000)ということである。Roe et 
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al.(1997) では、分析対象や、分析の意図および目的に応じて CVM とコンジョイント分析を使い分け

ることが最も望ましいとしているが、生態系勘定においても国単位・県単位での評価を目指すために

はシンプルな CVM で、そして質的要因を詳細に評価するためにはコンジョイント分析の利用が考え

られる。 
最後に、理論的妥当性については、社会経済的属性の係数符号のように経済理論による予測と一致

しているかをチェックすることにより確認されるものであり、一般に学術研究として報告されている

評価研究は理論的な検討が踏まえられているものがほとんどである。 
妥当性とともに検討されるべきは、評価値の信頼性(Reliability)である。多くの場合、信頼性とは再

現可能性(replicability)の度合いを意味する(Bateman et al. 2002)。藤本(1998)では、しばらくの期間

を置いて再度同様の調査を行うという再現調査により、双方の評価値が高く相関すれば信頼性が検証

されるとしている。適切にデザインされた調査は、同一の評価値が再現される。エクソン=バルディー

ズ号事件に関する CVM 調査 (Carson et al.(1994))では、2 年後に同一の調査をしたときに同一の結

果を得ているため、信頼が高いことが実証されている(Carson et al. 1997)。しかし、この信頼性を調

査するに当たり、かなりの費用がかかるという現実的問題が存在する。 
妥当性や信頼性を低下させる最大の原因は、調査におけるバイアスであり、表明選好法を現実に利

用可能なものとするためには、適切な調査票作成が必要条件である。 
 
3.2.5 環境の経済評価事例  
3.2.5.1 先行評価事例の収集 
  森林資源を評価した先行研究を収集し、リスト化すると表 3.11〜3.13 のようになる。 
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表 3.11 日本における森林の価値評価(1) 

 
 
 

Author Publication year 発行 Peer Review 調査年 評価県 サンプルサイズ 支払意思額 支払回数

栗山浩一・吉田謙太郎 NA NA NA 2011 日本全国

栗山浩一・吉田謙太郎 NA NA NA 2011 日本全国

栗山浩一・吉田謙太郎 NA NA NA 2011 日本全国

宮田将門他 2011 土木計画学研究・論文集 1 2009 三重県

宮田将門他 2011 土木計画学研究・論文集 1 2009 三重県

宮田将門他 2011 土木計画学研究・論文集 1 2009 三重県

宮田将門他 2011 土木計画学研究・論文集 1 2009 三重県

宮田将門他 2011 土木計画学研究・論文集 1 2009 三重県

宮田将門他 2011 土木計画学研究・論文集 1 2009 三重県

宮田将門他 2011 土木計画学研究・論文集 1 2009 三重県

宮田将門他 2011 土木計画学研究・論文集 1 2009 三重県

宮田将門他 2011 土木計画学研究・論文集 1 2009 三重県

宮田将門他 2011 土木計画学研究・論文集 1 2009 三重県

宮田将門他 2011 土木計画学研究・論文集 1 2009 三重県

宮田将門他 2011 土木計画学研究・論文集 1 2009 三重県

宮田将門他 2011 土木計画学研究・論文集 1 2009 三重県

宮田将門他 2011 土木計画学研究・論文集 1 2009 三重県

宮田将門他 2011 土木計画学研究・論文集 1 2009 三重県

宮田将門他 2011 土木計画学研究・論文集 1 2009 三重県

丸茂信行、安田八十五 2009 経済経営研究所年報 2008 神奈川県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 北海道

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 青森県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 岩手県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 宮城県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 秋田県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 山形県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 福島県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 茨城県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 栃木県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 群馬県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 埼玉県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 千葉県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 東京都

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 神奈川県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 新潟県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 富山県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 石川県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 福井県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 山梨県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 長野県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 岐阜県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 静岡県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 愛知県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 三重県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 滋賀県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 京都府

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 大阪府

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 兵庫県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 奈良県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 和歌山県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 鳥取県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 島根県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 岡山県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 広島県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 山口県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 徳島県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 香川県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 愛媛県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 高知県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 福岡県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 佐賀県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 長崎県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 熊本県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 大分県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 宮崎県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 鹿児島県

藤田武美 NA 弘前大学大学院地域社会研究科年報 1 2006 沖縄県

吉田謙太郎ら 2010 農村計画学会誌 1 2006 神奈川県

1088 662,600,000,000
1088 459,600,000,000
1088 486,200,000,000

NA 2,910,000,000
NA 210,000,000
NA 41,120,000,000
NA 8,170,000,000
NA 13,920,000,000
NA 11,920,000,000
NA 21,240,000,000
NA 1,620,000,000
NA 600,000,000
NA 100,000,000
NA 18,930,000,000
NA 4,230,000,000
NA 7,280,000,000
NA 6,380,000,000
NA 11,150,000,000
NA 830,000,000

572 5574円/人

NA 36,241,000,000
NA 4,101,000,000
NA 8,519,000,000
NA 2,783,000,000
NA 7,107,000,000
NA 3,849,000,000
NA 6,704,000,000
NA 1,154,000,000
NA 2,977,000,000
NA 3,229,000,000
NA 1,617,000,000
NA 1,970,000,000
NA 244,000,000
NA 635,000,000
NA 3,878,000,000
NA 1,379,000,000
NA 2,518,000,000
NA 2,216,000,000
NA 2,754,000,000
NA 3,166,000,000
NA 6,381,000,000
NA 3,435,000,000
NA 1,710,000,000
NA 4,270,000,000
NA 1,151,000,000
NA 3,266,000,000
NA 116,000,000
NA 4,253,000,000
NA 1,413,000,000
NA 2,942,000,000
NA 1,492,000,000
NA 4,696,000,000
NA 3,104,000,000
NA 155,000,000
NA 12,817,000,000
NA 1,925,000,000
NA 165,000,000
NA 3,907,000,000
NA 6,541,000,000
NA 1,887,000,000
NA 1,317,000,000
NA 1,752,000,000
NA 5,294,000,000
NA 5,195,000,000
NA 7,684,000,000
NA 6,175,000,000
NA 297,000,000

228 0.198（円/世帯/ｍ２）

ワンショット

ワンショット

ワンショット

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年
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表 3.12 日本における森林の価値評価(2) 
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表 3.13 日本における森林の価値評価(3) 
 

Author Publication year 発行 Peer Review 調査年 評価県 サンプルサイズ 支払意思額 支払回数

安田八十五 NA 経済経営研究所年報 1 2005 神奈川県

村中亮夫・寺脇拓 2005 人文地理 2003 兵庫県

藤本高志ら 2006 農村計画学会誌 1 2003 京都府

藤本高志ら 2006 農村計画学会誌 1 2003 京都府

村中亮夫 2004 地理学評論 1

2001
~

2002 山口県

栗山浩一ら 2006 林業経済研究 2001 神奈川県

栗山浩一ら 2006 林業経済研究 2001 神奈川県

栗山浩一ら 2006 林業経済研究 2001 神奈川県

栗山浩一ら 2006 林業経済研究 2001 神奈川県

柘植隆宏 2001 環境科学会誌 1 1999 兵庫県

柘植隆宏 2001 環境科学会誌 1 1999 兵庫県

柘植隆宏 2001 環境科学会誌 1 1999 兵庫県

栗山浩一 1999 日林誌 1996 滋賀県

栗山浩一 1999 日林誌 1996 滋賀県

栗山浩一 1999 日林誌 1996 滋賀県

吉田謙太郎ら 1996 農業総合研究 1995 神奈川県

加藤明香 1996 Journal of Forest Economics 0 1995 北海道

新保輝幸ら 1993 農村計画学会誌 1 1992 和歌山県

新保輝幸ら 1993 農村計画学会誌 1 1992 和歌山県

新保輝幸ら 1993 農村計画学会誌 1 1992 和歌山県

新保輝幸ら 1993 農村計画学会誌 1 1992 和歌山県

林野庁 1993 1991 全国

林野庁指導部 1992 1990 滋賀県

幡建樹・赤尾健一 1993 The Japanese Forest Economic Society 0 1990 滋賀県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 滋賀県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 滋賀県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 滋賀県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 滋賀県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 滋賀県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 兵庫県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 兵庫県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 兵庫県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 兵庫県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 兵庫県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 兵庫県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 兵庫県
浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 兵庫県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 兵庫県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 兵庫県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 兵庫県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 兵庫県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 兵庫県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 兵庫県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 兵庫県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 兵庫県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 兵庫県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 兵庫県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 兵庫県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 奈良県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 奈良県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 奈良県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 奈良県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 奈良県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 奈良県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 奈良県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 奈良県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 和歌山県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 和歌山県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 和歌山県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 和歌山県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 和歌山県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 和歌山県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 和歌山県

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

443 3140円/人

142 13,043,594
238 6,510,000
222 9,290,000

408 -1,921,430,000
798 767（円/世帯/％）

798 331（円/世帯/％）

798 227（円/世帯/％）

798 203（円/世帯/％）

1250 120779560 (円/％)

1250 96912432（円/％)
1250 116447804（円/％）

173 1385（円/世帯/％）

173 771（円/世帯/％）

173 317（円/世帯/％）

547 2138354000（5％trim）

1188 503,000,000
675 400,000,000
675 370,000,000
675 340,000,000
675 330,000,000

39,000,000,000,000
35,000,000

94 35,705,722
NA 125,000,000
NA 3,800,000
NA 500,000
NA 1,100,000
NA 600,000
NA 1,394,800,000
NA 93,600,000
NA 700,000
NA 116,800,000
NA 7,000,000
NA 3,700,000
NA 4,100,000
NA 5,800,000
NA 19,500,000
NA 1,500,000
NA 6,200,000
NA 2,200,000
NA 62,200,000
NA 6,900,000
NA 800,000
NA 9,200,000
NA 1,800,000
NA 9,500,000
NA 3,000,000
NA 99,100,000
NA 900,000
NA 4,500,000
NA 600,000
NA 5,200,000
NA 1,700,000
NA 2,000,000
NA 5,400,000
NA 81,500,000
NA 2,700,000
NA 4,800,000
NA 400,000
NA 600,000
NA 9,500,000
NA 5,100,000
NA 18,200,000
NA 12,200,000
NA 1,600,000
NA 4,000,000
NA 800,000
NA 76,100,000
NA 3,700,000
NA 13,600,000

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年

毎年
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毎年
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ワンショット
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ワンショット
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3.2.5.2 先行評価事例の応用可能性 
  日本における森林資源の生態価値評価については先行研究として様々な目的・対象を設定して蓄積

が進んでいる。しかしながら、3.2 および 3.3 でまとめた生態系勘定という目的のための環境評価手法

が有するべき条件にあてはめて考察すると、利用不可能な事例が多い。たとえば特定の森林の評価を

目指して空間的範囲が評価の枠組みから抜け落ちているものや、評価主体の定義が曖昧なものなども

あり、国レベル・県レベルといったマクロレベルへの適用には資する研究は非常に限られてしまう。

またマクロ的な評価研究はほぼんと非利用価値を対象外としているものもあり、生態系サービスの包

括的評価として、環境経済学的観点からは不十分である。 
  こうしたことを踏まえて、次節では、2015 年に実施されたサーベイ調査にもとづいた価値評価を行

う。このサーベイ調査のサンプルサイズは非常に大きく、先行研究との統合を行うことも可能である

が、先行研究の割合が非常に小さくなるため、本年度はサーベイ調査のみにもとづいて評価を行い、

メタ分析（4 章）に供する。 
 

3.2.6 生態系勘定への応用可能性を考慮したサーベイ調査 

3.2.6.1 調査内容 

サーベイ調査は 2015 年の 11 月 16 日から 12 月 4 日までインターネットを用いて全国の 192,704
人から有効回答を得た。サーベイ対象者は全国の都道府県の人口比率およびそれぞれの都道府県の年

齢比率に合うように抽出されている。 
サーベイ調査票では、3.3 節および 3.4 節における生態系勘定への環境評価手法への応用について

Author Publication year 発行 Peer Review 調査年 評価県 サンプルサイズ 支払意思額 支払回数

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 大阪府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 京都府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 京都府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 京都府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 京都府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 京都府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 京都府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 京都府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 京都府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 京都府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 京都府

浦出俊和ら 1992 農村計画学会誌 1 1985 京都府

福岡 1983 1979 滋賀県

福岡 1983 1979 滋賀県

福岡 1983 1979 滋賀県

福岡 1983 1979 滋賀県

今永正明 NA NA NA 1974 秋田県

林野庁 1972 1970 全国

林野庁 1972 1970 全国
林野庁 1972 1970 全国

林野庁 1972 1970 全国

林野庁 1972 1970 全国

林野庁 1972 1970 全国

NA 37,100,000
NA 7,100,000
NA 5,400,000
NA 1,100,000
NA 1,400,000
NA 17,200,000
NA 1,600,000
NA 14,000,000
NA 19,200,000
NA 2,300,000
NA 1,100,000
NA 30,000,000
NA 3,200,000
NA 1,300,000
NA 2,100,000
NA 4,502,500,000
NA 18,700,000
NA 42,600,000
NA 12,300,000
NA 20,500,000
NA 2,900,000
NA 24,400,000
NA 2,800,000
NA 100,000
NA 2,400,000
NA 500,000

2,793,000,000
3,354,000,000

520,000,000
3,798,000,000

NA
420,000,000

（利率を6％として還元）

1,610,000,000,000
2,270,000,000,000

500,000,000,000
2,250,000,000,000
1,700,000,000,000
4,870,000,000,000
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ワンショット

ワンショット

ワンショット
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ワンショット

ワンショット

毎年
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ワンショット
ワンショット
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の議論にもとづいて、支払カード型 CVM を採用し、評価主体を世帯して明確化し、毎年の支払とし

て時間的範囲を定め、居住地域における 1ha の森林面積の増加に対する評価として空間的範囲を定め

た。調査票における質問文は次のようなものである。最初に、評価対象の性質の再認識を促すために、

森林資源のもつ環境機能や生態系機能に関する重要性についての質問を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

図 3.4 調査票における森林の機能の重要性に関する設問 

 

これに続いて、支払カード型の CVM 質問により、価値評価を行う。下記の文では（  ）円となって

いる部分については、ウェブ画面上で金額を選択する回答形式である。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.5 調査票における支払カード型 CVM による森林評価 

 

 

これにより、1ha の森林価値に対する家計（世帯）の年間評価が得られる。これらは 3.2 節および 3.3

森林には減災機能（浸水防止・土砂災害防止）がありますが、レクリエ

ーションの場の提供や緊急時には建築資材になるなど、他にも様々な機

能をもちます。 
  あなたは、あなたのお住まいの地域（市町村）の森林について、以下

のどの機能が重要だと重いますか。重要と思う準に、1 位〜5 位をお答え

行えください。 
     ・木材供給 
     ・減災機能（土砂災害防止など国土保全） 
     ・水質浄化 
     ・生態系・生物多様性保全 
     ・レクリエーション・遊び場 
     ・文化的・宗教的価値（神社仏閣など） 
     ・景観 
     ・CO２吸収 
     ・遺伝子資源（薬品の材料など） 
     ・その他（自由回答） 

いま、あなたのお住まいの地域（市町村）における森林保護のために、

乱伐の規制や植林によって 1ha のさらなる森林の拡大を行政が検討して

いるとします。そのとき、あなたの家計の年間負担増が最大いくらまで

なら許容できますか？ なお、この金額は行政に徴収され、森林保護実施

の基金となります。 
       （      ）円 
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節で議論した評価基準に照らして、マクロ評価として適用可能な評価値であると考えられる。最後に、

さらなる質的な状況を鑑みた分析にむけて森林の現状についての質問を設けている。 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
図 3.6 調査票における森林の現状に関する設問 

 

3.2.6.2 調査結果 

  推計結果は図 3-6 のように得られた。 

 

 

 
図 3.7 森林 1ha に対する支払意思額の分布（世帯１年あたり） 

  
評価結果として、全国で平均約 2,447 円（標準偏差 171）であり、最高値は 2,813 円（東京都）、最

低値は 1,967 円であった。図 3.7 が示す通り、日本全体で評価額は散らばっており、全体的に東日本

のほうが比較的高い評価値を示している。このことは、第 2 章でまとめたとおり東日本は森林の公益

的機能が重視されており、西日本は商業的価値が重視されていることに起因される。一般に商業価値

森林の価値推定値
（円/ha/家計） 

■   ～2239未満 
■   2239～2363未満 
■   2363～2508未満 
■   2508以上 

あなたのお住まいの地域（市町村）における森林の状況について、以下のよう

な問題があればチェックしてください。 
     ・林業には適していないため間伐が進まず、荒廃気味である。 
     ・ゴミの散乱など環境が悪化し、レクリエーションには不向きである。 
     ・害獣が増加し、下草の消失などの森林の質の悪化や、周辺地域におけ

る獣害が目立つ。 
     ・開発に伴う森林伐採が進み、土砂崩れなどが発生しやすくなっている。 
     ・その他（       ） 
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は所有者のみに帰属する価値であるのに対して、公益的価値は一種の外部経済であり、住民に遍く享

受される価値であるため、一般住民に対するサーベイ結果として東日本の方が総じて高い価値を示し

たことは不思議ではない。 
  しかしながら、所得などの社会経済属性や、森林の種別なども評価値に影響を与えていると考える

のが妥当であろう。第 4 章では、なぜこのように支払意思額が分布したのかを回帰分析で明らかにし

たうえで、生態系勘定への導入を行う。 
 

3.2.7 森林資源生態系サービスの属性別評価 

    生態系サービスごと（属性ごと）の評価には、単属性評価を基本とする CVM では対応が難しい

ために、多属性評価を志向したコンジョイント分析を適用する。環境という対象は本来的に多属性を

有するものが多く、森林もまた機能の多面性が強調される環境資源である。たとえば森林には以下の

ような機能が指摘されている（学術会議 2001）。 
 
 

 
図 3.8  森林の多面的機能 

出所：学術会議答申、2001 年 
 
 
しかしながら、多属性であるがゆえに、考慮しなければならない情報量が増えるとともに、調査票設

計においては情報提示の難しさが課題となる。  
  これまでのコンジョイント分析に関する研究によれば、人間の情報処理能力には限界があり、適切

な情報量で提示を行わないと回答者は適切な回答ができなくなることが明らかにされている。特に、

Miller (1956)の指摘以来、多属性を評価できるコンジョイント分析とはいえ、多すぎる属性を評価対

象にすると認知的負荷が大きすぎて適切に評価できないことが指摘されている（栗山 1999）。しかし

1生物多様性保全

遺伝子保全  生物種保全  生態系保全

2 地球環境保全

地球温暖化の緩和（二酸化炭素吸収  化石燃料代替エネルギー）

地球の気候の安定

3 土砂災害防止/土壌保全

表面侵食防止  表層崩壊防止  その他土砂災害防止  雪崩防止  防風  防雪

4 水源涵養

洪水緩和  水資源貯留  水量調節  水質浄化

5 快適環境形成

気候緩和  大気浄化  快適生活環境形成(騒音防止  アメニティー）

6 保健・レクリエーション

療養  保養（休養  散策  森林浴）  行楽  スポーツ

7 文化

景観・風致  学習･教育（生産・労働体験の場  自然認識・自然との触れ合いの場） 芸術  宗教・祭礼

伝統文化  地域の多様性維持
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近年、調査票提示の技術進歩とともに、より多くの属性数を回答者への負荷を抑制しながら分析する

方法が開発された。本研究で採用した部分プロファイル分析がその 1 つである。 
  部分プロファイル分析とは、多くの評価対象属性のうち、認知的負荷が大きくなりすぎない程度の

属性数を抽出し、その属性間のトレードオフを分析していくものである。こうした演算を繰り返して、

全体としての多属性の間でのトレードオフを網羅的に推定することが可能となる。 
  本研究では、森林の生態系サービスとして主要な以下の７つの属性を評価対象として想定し、部分

プロファイル分析により、各属性の相対的なウェイトを分析した。 
 
 

 

 

 

 

 

図 3.9 想定した森林生態系サービス 

 
それぞれの属性について、評価に必要な最小限の認識を共有するために、次のような説明を加えてい

る。 
 

水源涵養機能：森林に雨が降ると、土の中に雨水が染み込み、染み込んだ雨水はゆっくりと森林

から流出していきます。このため、雨が降った時には洪水が緩和され、雨が降

っていないときでも森林から川に水が流出していきます。さらに、土の中を水

が通る際にろ過され、適度にミネラルを含むことから、おいしい水ができてい

きます。森林のこのような働きは水源かん養機能と呼ばれています。 
土砂災害防止機能：森林の土壌は、樹木や下草、落ち葉に覆われており、これらが雨のしずくの

衝撃を吸収し、土砂の流出を防いでいます。また、樹木の根は地中深く伸び、

岩の亀裂にまで入り込み、土壌と基岩層との境界を根がしっかりと固定するの

で山崩れが起こりにくくなります。森林のこのような働きは土砂災害防止機能

と呼ばれています。 
生態系保全機能：森林は、多様な植物、動物、昆虫、菌類、微生物などが生息・生育しており、

一つの森林生態系ができています。生物が多数いることも重要ですが、いろい

ろな種類の生物がいることも重要であり、いろいろな種類の生物がいることで

森林生態系が安定し、人間の生活や経済活動にも良い影響がもたらされます。 
森林のこのような働きは生態系保全機能と呼ばれています。 

温暖化防止機能：森林は光合成により二酸化炭素を吸収することにより、地球温暖化防止に貢

献する働きを果たしています。森林のこのような働きは地球温暖化防止機能と

1  水源涵養機能 

2  土砂災害防止機能 

3  生態系保全機能 

4  木材生産機能 

5  レクリエーション機能 

6  温暖化防止機能 

7  年間負担額 
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呼ばれています。 
木材生産機能：森林からは住宅資材や家具などの原材料となる木材を生産することができます。

木材を生産するために森林を伐採しても、植林を行い、適切に管理を行えば、

再び木材を生産することができます。森林のこのような働きは木材生産機能と

呼ばれています。 
 

なお、これらの質問のあとに、現時点での認識の度合いや、重要性についての質問を行い、データと

して入手するとともにコンジョイント分析の質問に答える用意を促した。 
  これらの属性から部分プロファイルを作成し、回答データから各属性のウェイトを推定する。部分

プロファイルの例として図 3.10 に示す。 

 

図 3.10 部分プロファイル質問例 

 
  こうした選択質問に対する回答データをロジットモデルで分析する。ロジットモデルについては、

3.1.3 節と同様の定式化を行う。 
 
3.2.7.1 推定結果 
  推計に用いたサンプルサイズは、湿地の CVM と同様に 6,843 である。ただし、一人あたり 8 回の

繰り返し部分プロファイル選択質問を行っているために、解析に使われたデータは 54,744 となって

いる。 
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表 3.14 森林資源の属性別評価結果 

 

 

  評価対象である 7 つの属性のうち、レクリエーション機能以外の属性について、有意かつ理論的整

合的な係数が推定された。部分プロファイル分析を用いたため、属性数が多いことが、レクリエーシ

ョン機能に有意な推定値が得られたかった原因ではないと考えられる。この結果は、サンプル全体の

傾向を示すものであり、今後都道府県別の推定を行い、それぞれの地域の森林資源の持つ生態系サー

ビスごとの評価を行う必要がある。 
  この結果から、各属性への支払い意思額（限界 WTP）は次のように計算される。 
 
 

表 3.15 各属性に対する限界意思額 

 
 
 
この評価値は、現時点で森林資源のもつ各属性について、1％の機能増加がもたらす貨幣評価額である

ことに注意されたい。すなわち、現在享受している原単位あたりの評価額を前提として、その評価額

を構成する各属性のウェイトを表すものであると考えることができる。 
  CVM とコンジョイント分析では、推定のコンセプトもモデルそれぞれ異なっているため、単純に結

Wetland asset account in Japan
Please select coverage area and years

Mitigation of
climate
change

Water
purification

Conservation
of

ecosystems
Recreation Inland

fisheries

Mitigation of
climate
change

Water
purification

Conservation of
ecosystems

Recreation Inland
fisheries

Unit Hectare Bil. JPY Bil. JPY Bil. JPY Bil. JPY Bil. JPY Bil. JPY Bil. JPY Bil. JPY Bil. JPY Bil. JPY Bil. JPY Bil. JPY
A C D E F G H I J K L M N

Opening stock of ecosystem assets 1
Addition to stock 2

Regeneration - natural 3
Regeneration - human activity 4
Reclassifications 5

Reduction in stock 6
Reduction due to extraction and harvest of resources 7
Reduction due to ongoing human activity 8
Catastrophic losses due to human activity 9
Catastrophic losses due to natural events 10
Reclassifications 11

Revaluation 12 －－
Net change in stock 13
Closing stock of ecosystem assets 14
－－: Firgures not recorded on this cell conceptually
Source: Based on SEEA-EEA handbook Table 6.1

Total Total Total

北海道

Wetland
2000 to 2010

Physical
value

Monetary value
Exchange value Surplus value

MWTP

1 水源涵養機能 52.93012

2 土砂災害防止機能 57.64756

4 地球温暖化防止機能 50.59873

5 生態系保全機能 28.88962

6 木材生産機能 10.82469

attribute
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びつけることはできないが、第 1 章で提案した生態系勘定フレームワークにおいて、1 列に CVM 
による原単位価値を表記し、別の列にコンジョイント分析から得た各構成ウェイトを記載することで、

どの機能が重視された結果としての原単位評価となっているのかが見て取れる。これにより、各国の

生態系勘定で採用されているような、生態系サービスごとの評価情報も含めることができるだろう。 
 
3.2.8 生態系サービス源としての湿地の原単位評価  

  日本の生態系勘定体系に利用することを前提に、CVM を利用して湿地の生態系サービス評価を行

う。評価主体は家計単位、評価期間は年間 WTP として、原単位（ha あたり）の価値を調査する。 

 

3.2.8.1 サーベイ調査 

サーベイ調査は 2016 年の 12 月 2 日から 12 月 9 日にかけて、インターネットを用いて全国の 6,843
人から回答を得た。複数の質問項目からなる調査票であるが、大きく分けて CVM による湿地の原単

位価値評価と、コンジョイント分析による森林資源の属性別価値評価から成り立つ。 
本小節では、前者の CVM による湿地の原単位調査について論じる。CVM の質問形式として支払カ

ード型 CVM を採用し、評価主体を世帯して明確化し、毎年の支払として時間的範囲を定め、1ha の

湿地保全に対する WTP を測定することを目的とする。 
調査票における質問文は次のようなものである。最初に、評価対象の性質の再認識を促すために、

湿地の現状や機能についての確認（図 3.11）と、重要性についての認識について問う質問（図 3.12）
を設定した。重要性については、図 3.11 で示した機能のうち、重要と考える順に 1〜5 位まで選択す

ることで、いずれの機能にウェイトが置かれているかを見る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.11 調査票における湿地の現状と機能 
 
 
 
 

湿地には河川、湖沼、湿原、干潟などが含まれますが、日本においては

経済開発や土地利用改変によりその面積は減少しており、1976 年に

944,083 ヘクタールから、2009 年には 845,916 ヘクタールに減少しまし

た。 
  湿地にはさまざまな環境的機能があり、内面漁業などで利用する水産

資源のほかに、水量・水質調整や生物の棲息地、レクリエーションの場

の提供などがありますが、湿地の減少とともにこうした機能は失われつ

つあることから、自然生態系保全の観点からは湿地の保全・回復の必要

性が問われています。 
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図 3.12 調査票における湿地の生態系機能の重要性 

 

 

調査票ではさらに湿地の訪問実態について、目的と頻度を尋ねている。これに続いて、支払カード型

の CVM 質問により、価値評価を行う。下記の文章では（  ）円となっている部分については、ウェ

ブ画面上で金額を選択する回答形式である。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.13 調査票における支払カード型 CVM による湿地の原単位評価 

 

 

  これにより、1ha の湿地保全に対する家計（世帯）の年間評価が得られる。これらは前節までに議

論した評価基準に照らして、マクロ評価として適用可能な評価値であると考えられる。また、非利用

価値に伴う空間的なスピルオーバーについて確認するために、実施場所についての想定を変えた質問

を用意した。 

3.2.8.2 調査結果 

  推計結果は図 3.14 のように得られた。数値についての情報は、森林統計とともに添付資料に付し

 いま、あなたのお住まいの都道府県における湿地の回復のために、新た

に「湿地再生基金」を設置して、皆さんから募金を集めることとします。

集めたお金は、（A あなたのお住いの地域で干潟の面積を増やす目的のた

めだけに活用されます。この基金は１０年間徴収されるものとします）。

そのとき、1ha（=１万㎡）の湿地回復のために、あなたの家計の年間負

担増が最大いくらまでなら許容できますか？ 次のうち一番近いものを

お選びください。 

                         （      ）円 

1.気候調整 

2.水量調整（土砂災害防止など国土保全） 

3 水質浄化 

4.生態系・生物多様性保全 

5.レクリエーション・遊び場  

6.景観 

7.その他 
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た。 

 

 
図 3.14 湿地 1ha に対する支払意思額の分布（世帯１年あたり） 

  

評価結果として、全国で平均約 2,929 円であり、最高値は 3,552 円（栃木県）、最低値は 2,489 円

であった。図 3.14 が示す通り、日本全体で評価額は散らばっており、そのばらつきはかなり大きい

（標準偏差 4,116）。全体的に東日本、特に関東地方で比較的高い評価値を示している。 

  第 4 章の回帰分析においては、このような地域における差異がなぜ生じたのかについて、所得など

の社会経済属性や、環境的条件を考慮に入れた分析を行い、原単位価値の規定要因についての基礎構

造を見ていく。そして求めたメタ関数で湿地について県別の生態系サービス源としてのストック評価

を行う。 

 
 
 
 
  

CVMによる湿地の価値推定値 
（WTP/ha/家計） 

■ ～297未満  
■ 297～3118未満  
■ 3118～3291未満  
■ 3291以上  
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第 4 章 量的および質的価値の生態系サービス勘定表への導入 

4.1 平成２９年度の成果 
本年度までの研究により、世界各国の動向を踏まえた上で日本における生態系勘定体系のフレーム

ワークが試案された。そして、それに導入可能なかたちで、次の生態系サービス源の評価値が揃っ

た。 
(1) 森林資源の原単位評価値（価値データ） 
(2) 森林資源の面積と変化（量データ） 
(3) 湿地の原単位価値 （価値データ） 
(4) 湿地の面積と変化（量データ） 
(5) 森林の生態系サービスごとの評価ウェイト 
(6) 沿岸水産資源の変化（量データ、価値データ（ただし市場価格のみ）） 
(7) 湿地の生態系サービスごとの評価ウェイト 

 
本章では以上のデータを、体系枠組みに導入していき、本プロジェクトにおける生態系勘定の提供

を行う。その際に以下の勘定表を記載するが、実際には表計算ソフトを利用し、年代、生態系資源の

種類、価値データの種類を選択することで瞬時にデータが一覧できるような提示方法をとる。 
 2012 年 森林資源ストック、WTP による原単位評価 
 2012 年 森林資源ストック、レント（World Development Indicator 所収の森林レントデータ）

による原単位評価 
 2012 年 森林資源ストック、レント（TEEB 報告書にもとづく森林レントデータ）による原単

位評価 
 2000 年 森林資源ストック、WTP による原単位評価 
 2000 年 森林資源ストック、レント（World Development Indicator 所収の森林レントデータ）

による原単位評価 
 2000 年 森林資源ストック、レント（TEEB 報告書にもとづく森林レントデータ）による原単

位評価 
 2009 年 湿地ストック、WTP による原単位評価 
 2000 年 湿地ストック、WTP による原単位評 

 
  ただし、第１章で論じたように、SEEA-EEA への準拠も考え、各シートは期首と期末におけるそれ

ぞれのストック、そしてその期間のあいだの変化が同時にみられるような形式をとった。そして、そ

れぞれのシートは全国および都道府県別で供される。 
 

4.1.1 勘定表への数値の計上 

4.1.1.1. 全体の概要 

 第 1 章で論じた森林資産勘定及び湿地資産勘定に関して、具体的な数値を計上することになるが、
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数値計上の概要は表 4.1 にまとめられているとおりである。まず、評価単位となる地域については前

述のとおり 47 都道府県と全国版の合計 48 枚がそれぞれ森林資産勘定と湿地資産勘定で用意される。 
まず森林資産勘定に関して、データの取得及び評価の年次は 2000 年、2007 年、2012 年の 3 か年

次であることから、期首－期末が 2000－2007 年表、2007－2012 年表、2000－2012 年表の 3 種類が

できる。物量データも前述のとおり、森林資産勘定では森林面積と森林蓄積量が計上され、このうち

森林面積あたりの単価を利用して交換価値と余剰価値双方での経済評価額が計上される。この時利用

する単価については交換価値の単価は全国で一律のものを用い、余剰価値に関しては都道府県ごとに

異なる単価を用いた。生態系の機能別評価について、森林生態系の 6 つの機能：水質浄化、土砂崩壊

防止、気候緩和、生態系保全、レクリエーション、木材供給を取り上げ、これらの機能に総評価額を

按分する際に使用する機能別ウェイトについては、全国を 8 つの地方に分け、ぞれぞれで異なるウェ

イトを用いた。その際の地方区分は表 4.2 のとおりであり、気象庁の地方区分に基づいている。 

 

表 4.1 生態系資産勘定表の概要 
森林資産勘定表 湿地資産勘定表

評価単位となる地域 都道府県＋全国 都道府県＋全国
年次 2000年，2007年，2012年 2000年，2010年

物量データ 森林面積・蓄積 湿地面積
経済評価の手法 交換価値，余剰価値 余剰価値

生態系の単価
交換価値：全国で一律の単価
余剰価値：都道府県ごと、年

次ごとに異なる単価

都道府県ごと、年次ごと
に異なる単価

機能別属性

水質浄化
土砂崩壊防止

気候緩和
生態系保全

レクリエーション
木材供給

気候緩和
水質浄化

生態系保全
レクリエーション

内水面漁業

機能別属性の
ウェイト設定

全国８地方ごとに
異なるウェイト

全国８地方ごとに
異なるウェイト

 
 
一方の湿地資産勘定については、データの取得及び評価の年次は 2000 年と 2010 年の 2 か年次で

あることから、期首－期末が 2000－2007 年表の 1 種類のみとなる。物量データは湿地面積のみを計

上し、経済評価は交換価値による評価は行わず、余剰価値による評価のみを行い、経済評価には都道

府県ごと及び年次ごとに異なる単価を用いた。湿地に関する生態系機能別評価では、湿地の生態系機

能として気候緩和、水質浄化、生態系保全、レクリエーション、内水面漁業の 5 つを取り上げ、森林

と同様、全国 8 地方ごとに異なるウェイトを適用した。 
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表 4.2 地方区分と都道府県区分 

地方 都道府県

北海道・東北 北海道・青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島

南関東 埼玉・千葉・東京・神奈川

北関東・甲信 茨城・栃木・群馬・山梨・長野

北陸 新潟・富山・石川・福井

東海 岐阜・静岡・愛知・三重

近畿 滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山

中国・四国 鳥取・島根・岡山・広島・山口・徳島・香川・愛媛・高知

九州・沖縄 福岡・佐賀・長崎・熊本・大分・宮崎・鹿児島・沖縄

 
 

4.1.1.2. 森林資産勘定 

 森林資産の評価では、森林面積に面積あたりの評価額（交換価値と余剰価値）を乗じることで総額

を算出し、これを森林生態系の機能別属性のウェイトを用いてそれぞれの機能に按分する形で行った

（表 4.3）。交換価値による評価は、TEEB による資源レント法に基づく評価方法（van der Ploeg et 
al., 2010）を踏襲して評価を行ったが、都道府県別での評価を行うためのデータが取得できなかった

ため、全国レベルでの評価を行い、この推計結果を各都道府県の評価に適用した。そのため、全ての

都道府県で交換価値による森林生態系の単価は同一である。なお、交換価値による評価市場取引され

る金額をベースとしているので、生態系機能別の属性に関しては、木材供給機能のみを評価するもの

であり、評価額も木材供給機能に全て帰着させた。余剰価値の単価については、2015 年に本研究で独

自に行った CVM による評価額を適用している（3.2.6 節参照）。なお、CVM による WTP は回答者が

居住する都道府県内における森林に対する年間世帯あたりの額となっているため、単価の単位は円

/ha/世帯となる。そのため、都道府県ごとの森林の単価（円/ha）を算出するため、CVM を実施した時

点での最新データあった 2014 年における、それぞれの都道府県の世帯数を乗じた。機能別ウェイト

の算出に関しては、2016 年に本研究で実施した多属性評価手法の一種であるコンジョイント分析か

ら、各機能の荷重和として想定される効用関数を推定し、それぞれの機能のウェイトを求め、これを

生態系の機能別ウェイトとして用いた。 
 

表 4.3 森林資産勘定への数値計上 
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水質浄化 

土砂崩壊防止 

機能別 気候緩和 

ウェイト 生態系保全 

レクリエーション 

木材供給

交換価値と余剰価値

森林面積 面積あたり単価 森林資産総額
機能別
評価額

× ＝ ×

 
図 4.1 は全国版の森林資産勘定表の一部である。ここに示されるとおり、勘定表では左上のプルダ

ウンメニューから都道府県と年次（2000－2007 年、2007－2012 年、2000－2012 年の 3 通り）を選

択して表示させる。図 4.1 は 2007-2012 年のものであることから、行 1 の期首ストックには 2007 年

の値が、行 14 の期末ストックには 2012 年の値が計上され、行 13 の期中変化にはこの 5 年間の変化

量・額が計上されている。現時点では期中変化量・額をその要因ごとに分解できていないため、行 2
～11 は空欄となっている。行 12 の再評価については、余剰価値の計算には年次ごとにそれぞれ異な

る単価を用いているため、単価変化による評価額の変化分が計上されているが、交換価値の計算には

どの年次も同じ単価を用いているのでゼロ計上となる。また、経済評価額は面積あたりの単価を用い

ているため、図 4.2 のように、面積が減少する一方で蓄積量が増加した場合でも、経済評価額は単価

の低下とともに、面積の減少分も反映して減少することにがある。  
 

図 4.1 森林の生態系勘定表（全国、交換価値） 
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図 4.2 森林の生態系勘定表（全国、余剰価値） 

 

4.1.1.3. 湿地資産勘定 

 湿地資産の評価でも、森林のときと同様に、湿地面積に面積あたりの評価額（余剰価値のみ）を乗

じることで総額を算出し、これを湿地生態系の機能別属性のウェイトを用いてそれぞれの機能に按分

する形で行った（表 4.3）。湿地において交換価値による評価を行わなかったのは、単価推計に必要な

内水面漁業に関する統計データが都道府県単位で十分得られなかったためである。一方の余剰価値の

単価推計には、2016 年に本研究で独自に行った CVM による評価額を適用している（3.2.8 節参照）。

なお、森林と同様、湿地に対する WTP も回答者が居住する各都道府県における湿地に対する年間世

帯あたり額（円/ha/世帯）となっているため、調査時点での最新データでった 2015 年における各都道

府県の世帯数を乗じて、都道府県ごとの森林の単価（円/ha）を算出した。機能別ウェイトの算出に関

しては、本研究で実施したコンジョイント分析から、各機能の荷重和として想定される効用関数を推

定し、それぞれの機能のウェイトを求め、これを生態系の機能別ウェイトとして用いた。 
 

表 4.3 湿地資産勘定への数値計上 

気候緩和 

水質浄化

各機能別 生態系保全 

ウェイト レクリエーション

内水面漁業

余剰価値のみ

湿地面積 面積あたり単価 湿地資産総額

機能別
評価額× ＝ ×

 
 

Forest asset account in Japan
Please select coverage area and years

Water strage Landsilde
prevention

Mitigation of
climate
change

Conservatio
n
of

ecosystems

Timber
production Recreation

Unit Hectare 1000m3 Bil. JPY Bil. JPY Bil. JPY Bil. JPY Bil. JPY Bil. JPY Bil. JPY
A B J K L M N O P

Opening stock of ecosystem assets 1 23,637,376 4,431,737 72,764,545 14,439,353 15,023,336 14,837,998 10,927,735 9,669,056 7,867,068

Addition to stock 2
Regeneration - natural 3
Regeneration - human activity 4
Reclassifications 5

Reduction in stock 6
Reduction due to extraction and harvest of resources 7
Reduction due to ongoing human activity 8
Catastrophic losses due to human activity 9
Catastrophic losses due to natural events 10
Reclassifications 11

Revaluation 12 －－ －－ -1,256,125 -252,064 -264,714 -260,900 -183,184 -162,214 -133,050

Net change in stock 13 -19,556 468,774 -3,835,275 -760,881 -787,016 -778,605 -579,410 -511,848 -417,515

Closing stock of ecosystem assets 14 23,617,820 4,900,511 68,929,270 13,678,472 14,236,319 14,059,393 10,348,325 9,157,209 7,449,553

Total Total Total

全国
Forest

2007-2012

Physical value Surplus value
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図 4.3 湿地の生態系勘定表（全国、余剰価値） 
 
図 4.3 は全国版の湿地資産勘定表の一部である。森林資産勘定と同様、勘定表では左上のプルダウ

ンメニューから都道府県を選択して表示させる。年次は 2000－2010 年版のみで、行 1 の期首ストッ

クには 2000 年の値が、行 14 の期末ストックには 2010 年の値が計上され、行 13 の期中変化にはこ

の 5 年間の変化量・額が計上されている。森林と同様、現時点では期中変化量・額をその要因ごとに

分解できていないため、行 2～11 は空欄となっている。また、湿地資産勘定では交換価値での評価が

行われていないため、交換価値を計上する濃い緑のセルは全て空欄になっている9。一方で、湿地資産

勘定でも 2000 年と 2010 年で異なる単価を用いていることから、行 12 の再評価の行にも数値が計上

される。図 4.3 では 2000 年から 2010 年にかけて全国の湿地単価が下がっていることから、行 13 に

マイナスの値が計上されている。 
 
4.1.2 交換価値評価と余剰価値評価の乖離 

  こうして勘定表に集約してわかることは、生態系資源および生態系サービスを評価する際に、交換

価値を選択した場合と余剰価値を選択した場合で、評価値が非常に大きく乖離する点である。この原

因は、第一に、交換価値は市場における価値のみを表し、非市場価値を反映しないのに対して、余剰

価値は非市場価値を含んだ価値評価となっている点である。したがって、余剰価値のほうが交換価値

よりも大きく評価されるのは理論的に考えても自然である。 
  しかしながら、この大きな乖離の原因は、価値の測定対象だけでなく、便益の普及範囲によるもの

                                                   
9 勘定表では，プルダウンメニューで選択すると数値が表示される数式を入力しているため，ゼロ

の値が表示されている。 

Wetland asset account in Japan
Please select coverage area and years

Mitigation of
climate
change

Water
purification

Conservation of
ecosystems Recreation Inland

fisheries

Unit Hectare Bil. JPY Bil. JPY Bil. JPY Bil. JPY Bil. JPY Bil. JPY
A I J K L M N

Opening stock of ecosystem assets 1 946,227 4,383,568 1,222,351 995,500 1,189,359 532,362 443,995

Addition to stock 2
Regeneration - natural 3
Regeneration - human activity 4
Reclassifications 5

Reduction in stock 6
Reduction due to extraction and harvest of resources 7
Reduction due to ongoing human activity 8
Catastrophic losses due to human activity 9
Catastrophic losses due to natural events 10
Reclassifications 11

Revaluation 12 －－ -281,979 -79,356 -63,916 -76,259 -33,565 -28,883

Net change in stock 13 -100,311 -704,842 -206,837 -158,410 -186,845 -78,693 -74,056

Closing stock of ecosystem assets 14 845,916 3,678,726 1,015,514 837,090 1,002,514 453,669 369,938

Total Total

全国
Wetland

2000-2010

Physical
value Surplus value



 

153 
 

が大きい。これが第二の原因である。交換価値は、その資源を有している個人にのみ帰着する。従っ

て、交換価値の享受主体は交換行為を行った当事者１人である。それに対して、非市場価値を含む余

剰価値は、市場の外部性の性質から公共財的な性格をもつため、便益はスピルオーバーすることにな

り、生態系サービスは特定の個人だけでなく多数によって享受されることになる。本研究の想定では、

各都道府県における生態系資源に対して、それぞれの家計がどの程度の WTP を持つかによって評価

した。このとき、各都道府県の生態系資源を評価する際に、家計あたりの WTP に家計数を乗じる操

作を行っている。この操作が、交換価値と余剰価値の評価結果が大きく乖離する主たる原因である。 
  SEEA-EEA のフレームワークでは、交換価値による評価を推奨しているが、これは GDP が交換価

値によって評価されており余剰を含まないことへの整合性によるものである。たしかに、GDP を中心

とする SNA への接合を重視すれば交換価値による評価が望ましいだろう。 
  しかしながら、環境経済学における生態系の経済評価研究は、非市場価値や公共性の重要性を明ら

かにしてきた経緯がある。生態系の持つ価値は、非市場価値が極めて重要であるというのが環境の経

済評価研究からの示唆であり、社会的余剰の計測によって社会厚生を議論するためには、余剰価値に

よる評価が妥当であろう。 
 
4.1.3 まとめ 

  本章では、日本における生態系資源に関する量的データおよび価値的データに関するこれまでの収

集・推定結果を集約し、国際的な標準になりつつある SEEA-EEA 体系に極力整合するようなかたち

での勘定表への導入を行った。 
  ここでの大きな論点は、交換価値を採用するか、余剰価値を採用するかということである。SEEA-
EEA では交換価値による評価を求めているが、本研究第３章で詳しく論じたとおり、環境や生態系の

経済価値の本質はその非市場性および公共性にあり、こうした価値を無視することはできない。 
  重要な点は、評価結果の用途である。国民経済計算の調整や企業会計への導入に用いるのであれば

交換価値を選択することが妥当であるが、政策評価や社会的費用便益分析に用いるのであれば理論的

観点からも余剰価値を選択することが推奨されよう。 
  本研究では、いずれの用途にも適するよう、双方の評価値を選択可能にした。利用目的によって使

い分けてつつ、環境政策分析の情報基盤として有用性を発揮すると考えられる。 
 
 
4.2 ３年間の研究を通じて得られた成果 

4.2.1 森林資源原単位価値のメタ分析 
  第３章で議論されたとおり、森林の社会的価値（シャドウプライス）を評価する手法として、従来

の研究でもっとも多く用いられてきたのは仮想評価法（CVM）および多属性評価が可能なコンジョイ

ント分析である。しかしながら従来の評価事例ではレクリエーション価値を評価する際にはトラベル

コスト法などが用いられることもある。どの手法がどの価値を評価するのに適するのかについては

様々な研究が存在し、それぞれの利点と欠点が明らかとなってきている。例えばアンケートに基づく

表明選好法（CVM と選択実験）にはバイアスの問題が伴う一方で、市場データに基づく顕示選好法

（トラベルコスト法）には利用価値以外を測定できないという欠点がある。しかしながらいずれの手
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法についても研究の蓄積が進み、世界各地における森林の経済評価結果が蓄積してきている。これを

利用して、まだ新たに評価すべき森林資源のシャドウプライスを見積もる試みも始まっており、便益

移転（Benefit Transfer）あるいはメタ分析と呼ばれる手法として知られるようになってきている。米

国では、可能であれば既存の評価研究から便益評価額を推測すべきであるとするガイドラインが策定

され（Desvousges et al. 1998）、政策にも応用されるようになっている。吉田（2000）によれば、シ

ャドウプライスの評価には大きな時間と労力と費用がかかる。したがって、マクロ的な評価を行う場

合には、個別に評価を積み上げていくよりも、メタ関数を推定することの有用性は大きい。実際に、

ミレニアム生態系評価や TEEB 報告書でも便益移転はしばしば採用されている。 

便益移転には4つのタイプがある(Smith et al. 2006) 
 

1. 原単位移転(Unit value transfer) 
この手法は、同等の政策にまつわる便益測度(WTP など)は一定と想定され、ある一つの研究

による推定、いくつかの研究による推定の平均、あるいは代表的研究を特定しその結果を

用いる。 

2. 関数移転(Function transfer) 
過去に推定された行動選択の分析により得られた便益関数によって移転される。便益関数

はしばしば左辺に WTP、右辺に地域特性や社会経済特性など WTP の違いを説明する変数が

おかれる。従って、原単位移転とはことなり、地域によって WTP が異なることを前提とし

ている。移転手法として妥当性がもっとも高いという証拠も挙がってきている(Brouwer 
and Spaninks 1999)。 

3. メタモデル移転(Meta model transfer) 
過去の研究に関するメタ分析により WTP を規定する要因を特定した上で、それら要因を何

らかの形で考慮して新規地域に当てはめるものであるが、経済学的な裏付けはないため、

極めて経済学的手法である CBA にはなじまないかもしれない。 

4. 構造モデル移転(Structural model transfer) 
Smith et al. (2002)によって開発された手法であり、個人の選択行動から個人の選好構造を

特定し、WTP を規定する所得や相対価格といった要因を同時に分析することで便益測度の

トレードオフを明らかにする。 

 

実際に環境評価の文脈で検討されるのは、１と２の手法。４の方法はより経済学的なトピック（労働

の供給弾力性など）に応用されるが、まだ研究蓄積はほとんどない。 

  移転された便益がどれほどの妥当性をもつかは極めて重要である。便益移転の妥当性をチェックす

る方法として、収束妥当性(convergent validity)が考えられてきた。これは異地点間、異母集団間、

異時点間で、同等の環境変化に対して同等の便益(WTP)が測定されるかどうかをみるものである

(Morrison et al. 2002)。たとえば、大阪で騒音1単位を削減する便益と東京で騒音を1単位削減する便

益は同等でなければならないというものであり、根拠なく評価額が異なってはならないことを要求す

る。大床他(2007)はこうした差異の原因について、次の3つを指摘した。 

1. 評価主体に関連するもの：評価主体の属性の違いに起因する誤差。 

2. 評価対象財に関連するもの：プロジェクト内容、環境財の種類や規模、気象条件や植生など、
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評価対象財の特性に起因する誤差。 

3. 時間に関連するもの：調査の時期、プロジェクトの開始時期、支払時期や支払い回数など、時

間の要素に起因する誤差。 

 

便益移転研究の多くは、Study site と Policy site を設定し、Study site における評価結果に近い値

が Policy site でも観察されるかを問うものである。 ただし社会属性で何らかの調整を施すこともあ

る。便益移転はまだ信頼性の高い手法として確立していないが、適切な便益移転関数を定めると比較

的小さい誤差で移転が可能であることを示す研究が蓄積してきている。また社会属性や土地属性を含

めることによって便益移転の妥当性が高まることも示されてきている。国際的なメタ分析をした代表

的な研究として Barrio and Loureiro(2010)であげられる。国際的なメタ分析であっても、  過去の評価

研究にもとづいて、価値関数を回帰分析で推定するというやり方をとっている点は同じである。ただ

し、国情や社会経済状態が大きく異なるため、その対応に苦慮することになる。通常、こうした要因

は説明変数に社会・経済的要因を導入することによって処理されるが、Barrio Loureiro (2010)では、次

のような説明変数を設定している。大別して、研究要因（調査方法など）、評価対象要因、土地固有の

要因（国情など）にわけ、それぞれの要因に分類される属性を回帰式に導入している。まず研究属性

に関するものとして WTP の測定期間の違い、回答者の単位の違い（個人か家計か）、評価手法の違い（2

肢選択 CVM かそれ以外か）、CVM フォーマットの違い、アンケート調査法の違い（対面式かどうか）

およびサンプルサイズなど導入し、評価対象属性に関するものとして樹種の違い、森林の利用形態、

生物多様性、その有する価値がレクリエーションだけか否かを取り上げている。また土地固有および

社会・経済属性に関するものとしてとして GDP、森林面積の国土に対する比率、あるいは北欧や北米

といった地域の差異などを考慮している。 
 こうした先行研究を参考に、日本において生態系勘定の価値データを収集するためには、社会属性

や対象属性のデータを出来る限り取り入れて、当てはまりのよいメタ関数を推定する必要がある。 
 
4.2.1.1 評価データの利用 
  本研究で利用する WTP データは、サブテーマ(3)（第 3 章）から提供される支払カード型 CVM に

よる森林資源 1ha あたりに対する世帯あたり年間価値データである。第 3 章でみたように、その評

価値にはばらつきがあり、それを説明する変数を設定し、当てはまりのよい関数を推定していく。サ

ーベイ調査は 2015 年の 11 月 16 日から 12 月 4 日までインターネットを用いて全国の 192,704 人か

ら有効回答を得た。サーベイ対象者は全国の都道府県の人口比率およびそれぞれの都道府県の年齢比

率に合うように抽出されている。 
  また、地域の特徴を表すデータとして、人工林／天然林、針葉樹／広葉樹、および樹齢などについ

てもっとも新しい情報を提供する 2011 年のデータを利用する。サーベイ時点は 2015 年であるた

め、約 4 年の乖離があるため、新しいデータが利用可能になり次第、データセットを更新することが

望まれるが、日本において森林状態の経年変化は比較的緩やかであることを考えると、推計結果に大

きな影響を及ぼすものではないと予想される。 
  その他の社会経済属性については、内閣府や総務省統計局のデータから、サーベイ年次にもっとも

近いデータを採用した。 
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4.2.1.2 メタ関数の変数設定 
  なぜ森林 1ha に対して、世帯によって評価値が異なった原因として、まず社会属性が影響してい

ることが考えられる。先行研究を踏まえてもっとも典型的な変数は所得である。所得効果とも呼ば

れ、所得が高いほど支払意思額は高い値を示すことがある。従って、所得変数は森林に対する WTP
の規定要因として外すことはできない。本調査データは、評価主体の単位として世帯を設定している

ため、世帯所得を回帰分析の説明変数として設定する。このデータは平成 24 年度の内閣府の県民所

得データと、総務省統計局の世帯数データをもちいて構築した。また、地域の特徴を表すデータとし

て、性別と年齢を導入した。性別については地域人口における女性率を表すものとなる。 
  次に、天然林／人工林という区別に対応するデータとして、天然林率を採用した。これは第 2 章か

ら提供される森林データから構築した。また、広葉樹／針葉樹という区別に対応するものとして、広

葉樹林率を採用した。これらによって、天然林率の上昇や、広葉樹林率の上昇がどの程度 WTP の評

価値に影響するかを示すものとなる。 
  さらに、森林の質的要因を表す要素として、樹齢を考慮した。樹齢については、第 2 章から提供さ

れる森林データに基づいて、齢級別の森林面積を考慮した加重平均として算出している。一般に、日

本の森林の問題として間伐の遅れや林業の衰退に伴う樹齢の高齢化が挙げられている。樹齢の高齢化

は山林の荒廃にも関連する要素であるのと同時に、二酸化炭素の吸収の遅れや生物多様性の棲息地と

しての機能にも関わる要因であるため、メタ分析において興味深い変数であるといえる10。 
  その他にもメタ関数に取り入れるべき要因に関するデータが入手可能になり次第、メタ関数の変数

設定も更新できるようなデータセットの構築を行うが、本年度における森林の価値推定式としては上

記のような変数を取り入れる。 
 
4.2.1.3 メタ関数の推定 
  ここでは回帰分析をもちいて森林 1ha に対する家計あたり年間 WTP の規定要因を定量的に分析す

る。この回帰式は、前節での定式化に基づいて次のように表される。 
   WTPForest = Constant + β1・Income + β2・Woman + β3・Age 

        + β4・Natural forest rate + β5・Broadleaf forest rate+ β6・Forest age + β7・Forest rate +ε 

ここで Constant は定数項、Income は世帯あたり所得、Woman は女性の時に 1 をとるダミー変数、

Age は年齢、Natural Forest rate は居住している県の天然林率、Broadleaf Forest rate は居住して

いる県の広葉樹林率、Forest Age は居住している県の加重平均樹齢、Forest rate は居住している県

面積に占める森林の割合、ε は誤差項を表す。 
 回帰式の各推定係数βは次のように得られた。 
 
 
 
 

表 4.4 メタ関数の回帰分析 

                                                   
10 もちろん、非常に高い樹齢を持つ樹木は特殊な価値を帯びてくる。しかし本研究で対象としてい

るのは平均樹齢であるため、マクロ的に平均して非常に高い樹齢となることはなく、およそ 20〜50
年ほどの範囲に限られた議論となる。 
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この回帰式に基づいて、右辺に各県別および全国の変数データを内挿することにより、各県別および

全国の 1ha 森林に対する世帯あたり年間価値を推定することができる。その推定プロセスは表 4.5〜
表 4.6 のとおりに示される。 

 

係数 標準誤差 t値 p値

β1 0.000 0.000 75.200 0.000

β2 -355.452 18.771 -18.940 0.000

β3 -19.887 0.764 -26.030 0.000

β4 -337.965 127.823 -2.640 0.008

β5 694.952 116.238 5.980 0.000

β6 -9.471 2.518 -3.760 0.000

β7 -207.447 58.038 -3.570 0.000

Constant 2897.274 153.141 18.920 0.000

Sample size

 Prob > F

 Adj R-squared

195194

0.0342

0.000
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4.2.1.4 生態系サービス源としての森林資源価値評価 
  表 4-2 および表 4-3 にもとづいて、森林生態系の評価を行い、生態系勘定に導入するデータを提供

する。最初に森林価値の原単位について考察する（図 4.4）。この回帰式は、森林の状態や社会構造に

よって適用すべきシャドウプライスが異なりうることを示している。 
 
 
 

 
 

図 4.4 森林価値（原単位）の分布 
 
  原単位については、所得の影響なども受けながらも、相対的に東日本のほうが価値が高いことが示

された。これは第 2 章でも議論したとおり、森林の質によるところがある。どちらかというと東日本

のほうが公益的価値重視されており、一般住民を主体とする価値付けにおいては高くなることは不思

議ではない。同様に、商業的価値は森林所有者のみに帰属するため、一般住民にとっての価値が目減

りすることが考えられ、その差異が現れた結果である可能性がある。 
  生態系勘定では価値の変化が重要であり、図 4.4 のように示されているストック価値について、経

年変化を観察することは有意義である。しかし、第 2 章で示されたとおり、日本においては森林スト

ック量の変化は緩やかであり、1 年毎に変化をみるよりも、もう少し長いスパンをとって比較したほ

うが示唆を得やすい。ここでは、5 年間のスパンをとって比較することとし、平成 19 年と 24 年のデ

ータを用いて、県内 GDP 比を取ることによって、ストック価値の変化がどの程度のものかをわかり

やすくすると図 4.5 となる。 
 

森林の価値推定値
（円/ha/家計） 

■   ～2239未満 
■   2239～2363未満 
■   2363～2508未満 
■   2508以上 
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図 4.5 県内 GDP 比の森林価値変化 

 
単純な比較は出来ないが、Costanza et al.（1997）では世界の生態系サービスは世界 GDP のおよそ

0.9 倍〜3 倍であるとしていることを考えると、日本において生態系サービス源としての森林は極め

て重要であると考えられる。このように持続可能性指標におけるシャドウプライスについて、地域差

や森林の質を考えながら見てみると、県によっては無視できないほど森林変化の影響が大きいことが

わかる。 
 
4.2.2 湿地資源原単位価値のメタ分析 
  本研究で利用する WTP データは、サブテーマ(3)（第 3 章）から提供される支払カード型 CVM に

よる湿地 1ha あたりに対する世帯あたり年間価値データである。第 3 章でみたように、その評価値

にはばらつきがあり、それを説明する変数を設定し、当てはまりのよい関数を推定していく。 
  WTP は、サーベイ調査は 2016 年の 12 月 2 日から 12 月 9 日にかけて、インターネットを用いて

全国の 6,843 人から回答を得たものである。 
  メタ関数を推定するにあたり、WTP を規定する諸要因を導入していくことが求められる。第一

に、先行研究を踏まえてもっとも影響力の大きい変数は所得である。環境に対する WTP を推定する

際に、高所得者ほど高い WTP を示すことが観察され、所得効果と呼ばれている。本研究において

も、所得変数は欠かすことのできない社会経済的要因である。また、地域的特徴を表す基本的変数

として、性別比と年齢を導入する。さらに、湿地へのアクセスが WTP に影響する可能性が考えられ

るため、湿地への訪問頻度を導入した。 
  対象属性として、湿地の特徴を的確に描写する変数を見つけるのは困難であるが、ここではもっ

とも基本的なものとして、量的規模を導入する。一般に、価値は希少性を反映するため、どの程度

湿地が存在するのかが、１ha の保全価値を規定すると考えられる。湿地の面積データは、第２章で

与えられたデータのうち、もっとも価値評価年に近い 2009 年のデータを利用する。湿地面積は数年

で急速に大きく変化するものでないため、7 年前のデータになってしまうが許容可能であり、新しい

5年間 森林ストック価値変化/GDP 

■   ～-0.2655未満 
■   -0.2655～-0.07501 
■   -0.07501～0.05051 
■   0.05051以上 
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データが利用可能になり次第、データセットを更新することが望まれるが、推計結果に大きな影響

を及ぼすものではないと予想される。 
  その他の社会経済属性については、内閣府や総務省統計局のデータから、サーベイ年次にもっと

も近いデータを採用した。ここで考慮した変数意外にもメタ関数に取り入れるべき要因に関するデ

ータが入手可能になり次第、メタ関数の変数設定も更新できるようなデータセットの構築を行う

が、本年度における湿地の価値推定式としては上記のような変数を取り入れる。 
 
4.2.2.1 回帰分析 
  本節では、回帰分析をもちいて湿地 1ha に対する家計あたり年間 WTP の規定要因を定量的に分

析する。この回帰式は、前節で取り上げた要因を導入して次のように表される。なお、様々なモデ

ルを探索し、2 乗項なども考えてもっとも当てはまりのよい関数形で定式化する。 
 
   WTPForest = Constant + β1・Income + β2・Woman + β3・Age + β4・Age2 + β5・Freq 

        + β6・Wetland size + β7・Wetland size2 +ε 

 
ここで Constant は定数項、Income は世帯あたり所得、Woman はその地域の女性率 1、Age は年

齢、Wetland size は回答者の居住している県の湿地面積、ε は誤差項を表す。 
 回帰式の各推定係数βは表 4.7 のように得られた。 

 
表 4.7 メタ関数の回帰分析 

  係数 標準誤差 t 値 P 値 

β1 (income) 1.14 0.12 9.42 0.00 

β2 (sex) -293.71 115.39 -2.55 0.01 

β3 (age) -100.87 29.28 -3.45 0.00 

β4 (age2) 1.04 0.28 3.75 0.00 

β5 (frequency) 813.84 43.63 18.65 0.00 

β6 (wetland size) 133.84 74.70 1.79 0.07 

β7 (wetland size2) -8.23 3.76 -2.19 0.03 

Constant 2613.311 802.3522 3.26 0.001 

Sample size 5848 

Prob > F 0.000 

Adj R-squared 0.09 

 
この回帰結果に基づいて、説明変数に相当する各県別の変数データを内挿することにより、各県別の

1ha 湿地に対する世帯あたり年間価値を算出することができる。その推定プロセスは表4.8〜表4.9の
とおりに示される。 
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4.2.2.2 生態系サービス源としての湿地の経済価値評価 
  表 4-2 および表 4-3 にもとづいて、湿地の経済的価値評価を行い、生態系勘定に導入するデータ

を提供する。最初に湿地価値の原単位について考察する（図 4.6）。 
3章でも見られたように、湿地の原単位価値は都道府県で多様であることがメタ回帰式からも確認

される。 
 

 

 
図 4.6 湿地価値（原単位）の分布 

 
次に、生態系勘定で表現する資源の価値として、湿地のストック価値を評価する。これは原単位

価値を量的規模を乗ずることによって得られる。量のデータは第 2 章から提供されるとおりであり、

図 4-1 に示されている原単位を乗じることで図 4.7 が得られる。 
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図 4.7 湿地ストック価値（2009 年） 

   
 
生態系勘定では価値の変化が重要であり、図 4.7 のように示されているストック価値について、経

年変化を観察することは有意義である。しかし、湿地の変化の速度はおそいため、年間変化にあま

り意味がない。そこで時間間隔をある程度とって、1987 年と 2009 年のデータを用いて、その間の

湿地面積変化を見ると図 4.8 のようになる。 

湿地価値（面積*原単位価値） 

■ ～105億円3559万円未満  
■ 105億円3559万円～301億円3178万円未満  
■ 301億円3178万円～751億円6473万円未満  
■ 751億円6473万円以上  
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図 4.8 湿地面積の変化 
 
図 4.8 を見ると、関東地方を中心に本州の中央部での湿地の減少が目立つ。こうした地域は、CVM
で求めた原単位評価の高い地域と合致するため、この損失は大きなものとなる。 
このように、原単位価値も湿地面積の変化も、都道府県ごとに差異があることがわかったことから、

湿地減少の評価値は国レベルのみならず、都道府県レベルで丁寧に評価していくことが湿地という

自然資本の減少を正しく把握することにつながる。 
  都道府県レベルで、こうした湿地の減少の経済的評価は、図 4.9 のように与えられる。 
 

■ ～-2768未満  
■ -2768～-1605未満  
■ -1605～-694未満  
■ -694以上  

湿地面積変化（ha) 
(1987年から2009年） 
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図 4.9 湿地資源のストック価値変化 

  

湿地面積の減少の経済評価 
(1987年から2009年） 

 
■ ～-85億3597万円未満  
■ -85億3597万円～-31億円8899万円未満  
■ -31億円8899万円～-13億円9719万円未満  
■ -13億円9719万円以上  
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第５章 まとめと環境政策への貢献 

5.1 まとめ 
  本研究は、日本における生態系勘定の構築に向けて、勘定体系のフレームワーク構築（第 1 章）、

およびそのコンテンツデータの提供として量データの収集と評価（第 2 章）、価値データの収集と

評価（第 3 章および第 4 章）から構成される。 
  第 1 章では、まず SEEA-EEA について精査した。国連から公表されている SEEA-EEA 報告書

の各章について詳細にレビューを行い、その技術的な課題など我が国で生態系勘定を作成する上で

重要な事項を整理し、「生態系勘定の概念枠組と基本単位」、「生態系資産」、「生態系サービス」、「生

態系勘定の作成に関する課題」としてまとめた。とりわけ我が国における生態系勘定作成への示唆

として注目した点は、①国連の生態系勘定では、ストックとしての生態系資産とフローとしての生

態系サービスを区別し、前者から後者が生成されるという関係性を明確化するとともに、後者の期

待フローに基づいて前者を評価するというような動態的なアプローチを採用していること、②空間

的統計単位として GIS の活用を前提とした枠組みを提示しており、従来の SNA とは大きく異なる

考え方を導入していること、③貨幣価値評価において交換価値アプローチを採用するか余剰価値ア

プローチを採用するかという問題や、生態系サービスの供給者・受益者をどのように特定・制度化

するかなど、SNA と接合する上で極めて重要かつ難しい課題があることが見出された。 
  そのうえで、SEEA-EEA の指針について国際的な検討を行うロンドングループ会合における生

態系勘定の開発に関する議論の概要をまとめ、SEEA-EEA を踏まえて構築されている生態系勘定

体系の先行事例として、オランダ、スウェーデン、イギリスの各国における生態系勘定開発の動向

を調査・研究し、本研究で構築するフレームワークへのフィード・バックを行った。これらの中か

ら、日本における生態系勘定開発への示唆として、指摘した交換価値アプローチと余剰価値アプロ

ーチの選択の問題に関して、SNA との整合性の確保に固執することなく、日本の生態系勘定の利用

やデータの入手可能性などを踏まえ、柔軟にアプローチを選択すべきという点が示された。その上

で、第 1 章では日本における生態系勘定表として、森林資源と湿地という生態系資産に関して、都

道府県ごとにその量と価値を把握できる生態系勘定表を提案した。 
ここでは、SEEA との整合性や使い勝手なども考慮しながら、その問題点および論点を提起した。

特に採用する価値評価として、交換価値を採用するか余剰価値を採用するかという問題は、重要な

政策的含意を持つものである。交換価値による評価は、SEEA や SNA と整合的であり、実際に取

引が行われた金額をベースにした評価であるため、客観性が高く需要側と供給側で一致した値とな

り、会計原則に則した評価が可能となるが、調整サービスや文化サービスの供給といった生態系の

公共財的な性質を有するサービスの供給機能は評価できない。それに対して余剰価値による評価は、

市場取引がなされない幅広い生態系の価値を評価できる一方、あくまで需要側が考えている評価額

であることから、供給側が考えている評価額とは異なる結果となり、市場取引額をベースとしてい

る SNA などの経済計算体系や会計上の考え方とは相容れない。 
  本研究で構築した勘定表では、交換価値アプローチと余剰価値アプローチの双方の手法で評価額

を記載できる方法を採用している。これにより、生態系勘定表の用途によって、どちらかのアプロ

ーチを選択することができる。こうした勘定体系の柔軟性は、様々な環境政策の立案・評価におい
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て応用可能なものとする。例えば、費用便益基準で政策評価を実施したい場合や、持続可能性指標

などへの統合・応用を考える場合は、余剰価値アプローチが適している。それに対して、例えば GDP
の拡張や、企業会計などへの応用を考える場合は、交換価値アプローチが適している。いずれの場

面にも対応するようなフレームワークは、環境政策が多岐にわたる場合にも柔軟に利用可能となる。 
  第 2 章では、生態系勘定で必要とする森林、湿地、漁業資源についての量的データを収集した。

まず、森林資源について、森林面積(ha)、森林蓄積(m3)について、樹種別(針葉樹 or 広葉樹)、成立

過程別(人工林 or 天然林)に分類を行い、データ収集を行った。加えて、本研究では都道府県別の生

態系勘定表を提示することを目指しているため、森林の量的データについても都道府県別でのデー

タ収集を実施した。また、森林資源の状態を表すデータも可能な限り収集し、本章では森林の育成

期間(年)及び密度(m3/ha)データの経年変化についてもデータ収集を行い、必要に応じて数値の推計

を行った。たとえば育成期間及び密度データは森林資源の質的指標として活用が期待できるととも

に、生態系サービスの向上に向けた効率的な伐採計画や植林計画を策定する際に、重要な指標にな

ると言え、ここで収集・推計したデータは生態系資源管理あるいは自然資本管理として有用である。 
  続いて、湿地資源についても量的データの収集を行った。湿地資源として、ラムサール条約の定

義に基づき、日本の河川湖沼について 1987年以降の変化について土地利用面積からデータ化した。

ただし、湿地の状態を表すデータは極めて限られており、アクセスなど収集可能なデータについて

は社会調査によってフォローアップした。 
  また、水産資源供給における沿岸生態系サービスの自然資本ストックデータの収集及び推計を実

施した。特に 2003 年度、2008 年度、2013 度の 3 時点における都道府県別の自然資本ストックに

ついて収集することで都道府県別の傾向が明らかになるとともに、自然資本ストックの経年変化か

ら、漁業組織の取り組みとの関係性を考察することができた。 
  こうした自然資本の量的把握は、保全政策を検討する際の基礎的資料となると同時に、価値評価

における前提ともなるため、生態系勘定体系の枠組みにおいて重要性をもつ。特に本章では、資源

状態の地域的特徴の抽出につながり、地域の状況により即した環境政策の検討が可能になる。たと

えば、本章で構築した森林資源についての量的データ・セットを構築したが、それを用いて要因分

解などの分析手法を応用することで、それぞれの地域の資源の価値をより高めるための課題の析出

を行った。これはより効果的な生態系資源管理に政策的な含意を与えるものである。 
  また、こうした量的データは、生産におけるインプット量との関係を含んでおり、生産関数との

関係を通じた経済的価値の分析につながる。これは交換価値の推定になり、各都道府県の差異を反

映する詳細な原単位価値を与えうる。これによって、これまでの資源レント法による画一的な交換

価値推定を補完するものとなる。 
  第 3 章では、生態系勘定に取り入れられる価値データの収集に向けて、生態系サービスの経済学

的評価手法について、環境の経済評価論の観点から精査した。生態系サービスの価値づけにおける

効用理論的枠組を整理したうえで、理論的背景をもつ経済価値評価手法について概観し、生態系勘

定においては、商業的な利用価値だけでなく、非利用価値を評価することが重要であることが指摘

されており、我が国の生態系勘定においても非利用価値を含める必要があることを論じた。そして、

(1)環境評価の手法、(2)評価の主体、(3)評価の時間的単位、(4)評価の空間的単位に関する検討を行

った上で社会調査を実施し、非利用価値の推定可能な表明選好法のうち支払カード型 CVM を実施

し、森林の原単位価値評価を行った。  
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  湿地についても森林と同様に非市場財的性質をもつことを踏まえて、森林の場合と同じく評価プ

ロセスを検証し、社会調査の実施を通じて湿地の原単位評価を行った。 
  こうした原単位評価に加えて、第 1 章で議論された生態系勘定のフレームワークの要請から、そ

れぞれの生態系資源に関する生態系サービスごと（属性ごと）の評価を行った。ここでは、CVM が

表明選好法であり余剰価値（WTP）の評価を行うものであることに鑑み、同様のランダム効用モデ

ルを基礎にもつコンジョイント分析を応用することで属性別のウェイトを推定した。森林について

はこれまでの研究で指摘されている生態系機能の多面性から、属性数が多く単純なコンジョイント

分析の適用は困難であるため、部分プロファイル分析を適用した。その結果、水源涵養機能、土砂

災害防止機能、生態系保全機能、温暖化防止機能、木材生産機能について、符号条件について整合

的な有意な推定値が得られ、生態系勘定で利用できるウェイトに関する情報が入手された。湿地資

源についても同様にコンジョイント分析によって、生態系サービスごとのウェイト推定に成功した。

こうした分析から、市場ベースの評価では測定されない非利用価値などの重要性が明らかになった。

環境政策は本来、外部性や非利用価値などに対応できない市場の失敗を是正するために必要とされ

るものであるが、本研究では政策が対象にすべき自然資本の、市場ベースでの価値からの乖離を測

定するものであるため、環境政策の必要性や妥当性を議論する上で有用な情報を提供するものであ

る。例えば湿地の価値評価により、湿地保全策の必要性や妥当性が示唆され、政策手段の議論へと

発展するものである。 
  こうした原単位価値および生態系サービス別の価値推定では、第 2 章における量データと同様に

各地域でどのように分布しているかに焦点を当てている。価値データも地域ごとに推定することに

より、都道府県別の生態系勘定表への導入が可能となった。  
  第 4 章では、生態系勘定として導入すべきデータとしての価値データについて、メタ分析の先行

研究を参照しながら、第 3 章で得られた森林原単位価値の決定要因をメタ分析によって定量的に明

らかにした。説明変数には、先行研究で採用されている社会経済的属性として世帯所得と、人口構

造として性別と年齢を導入し、森林属性として人工率、天然林率、加重平均樹齢を導入した。その

結果、いずれも有意な影響を原単位評価に与えていることが示された。推定された回帰式を使って、

各県別に原単位を推定し、それに第 3 章で提供される森林の量的データを乗じることによって、県

別の生態系サービスストック源として森林価値が評価された。そして、こうした評価値とデータは、

持続可能性指標などへの応用が可能であることを論じた。これにより、今後しばらくの期間につい

ては、新しいデータを決定要因として代入すれば原単位価値を更新することができ、当該期の政策

決定の情報として用いることができる。 
  湿地についても、メタ分析の先行研究を参照しながら、第 3 章で得られた湿地原単位価値の決定

要因について、回帰分析を応用して定量的に明らかにした。推定された回帰式を使って、各県別に

湿地の原単位を推定し、それに第 2 章で提供された湿地の量的データを乗じることによって、県別

の生態系サービスストック源として森林価値が評価された。この評価値は、第 1 章で提供される生

態系勘定のフレームワークに導入することができる。量的データと価値データを体系的に合わせて

行く作業を通じて、各章・各サブテーマを統合して生態系勘定体系の試案が作成された。 
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5.2 環境政策への貢献 
  本報告書で研究された生態系勘定は、愛知目標に掲げられている生態系サービスの国家勘定へ組

み込むという政策ニーズに応えるための基礎資料を提供するものであり、日本において重要な生態

系である森林・湿地生態系サービスの評価を行ったものである。生態系勘定の構築は、愛知目標の

達成に向けて、現在の政策評価および今後の課題についての議論に貢献する。 
  特に、本研究で生態系勘定を作成するうえで、交換価値と余剰価値で評価値が大きく影響される

点についての考察は、環境政策を実施するうえで参照すべき環境評価結果についての重要な示唆を

与える。SEEA-EEA の指針にもとづく生態系資源評価では、交換価値のみに着目しているため、生

態系資源の公共性や便益のスピルオーバーについての必ずしも十分な考慮がなされていないこと

がわかる。市場の歪みを直すという環境政策の目的からは、そうした環境評価が必ずしも適切な環

境政策の立案につながらないことがわかる。環境政策の目的が、社会厚生の最大化あるいは環境破

壊として生じている厚生損失の回復とするならば、余剰価値による評価値を参照すべきであろう。

利用目的によって評価基準を選定し、それによって勘定表を使い分けることが推奨されるが、本研

究のフレームワークはそれを可能にするものである。  
  また、生態系の価値を測るというだけでなく、持続可能性や包括的な豊かさを目指した政策に関

する指標構築にも本研究は貢献する。例えば世界銀行の調整順貯蓄（Adjsuted net savings）や国

連大学の新国富指標（Inclusive Wealth Index）は、GNI 比の森林価値減耗を指標に取り入れてい

る。その際には、日本の森林変化に 1haあたりの森林レントを乗じることによって評価しているが、

そこでは日本の森林ストック量が安定しているためにほぼゼロと査定されている。本研究ではこう

した点について、地域別のストック量変化を測定しただけでなく、森林レントではなく非利用価値

を含めたシャドウプライスを推定した点においてより精度の高い評価となっていると考えられ、こ

れを日本版持続可能性指標の構築に利用することが考えられる。また、SDGs の具体的指標として、

新たに導入することも可能となる。我が国の SDGs 実施方針を見ると、生態系関連の目標として、

生物多様性保全などが挙げられており、この達成度の評価尺度としていくつかの指標が提示されて

いるが、これらはどれも保全地域面積や絶滅危惧種数など物量データを中心とするもので、社会経

済的な指標は皆無である。ここに新たな目標やその評価尺度として、生態系勘定から得られた指標

を組み込むこともできると考える。、さらに、こうした生態系勘定を、政府による森林保護政策や、

企業による CSR 活動などの評価にも用いることができる。 
  また、国連大学を始めとする諸機関から持続可能性指標としての新国富報告書などの発行を含め

た世界的な動きに対して、統計データの量・質ともに充実している我が国において詳細な生態系資

本の評価を行いとマクロ指標への応用の枠組みへ連携させることは、世界的に進む指標づくりにも

寄与するものであると同時に、この勘定体系と指標を利用することで、生態系保全と持続可能性の

統合的な政策的議論を世界に先駆けて行うことができる。たとえば、新国富指標など資本アプロー

チにもとづく現状の持続可能性指標においては、計算されている自然資本の種類はそれほど多くな

い。本研究の本年度の研究対象である湿地や沿岸資源は、そうした指標で不足していた情報である。

それに対して本研究の勘定体系と指標をリンクさせることができれば、指標の精緻化にも大きく貢

献することになる。また森林生態系や湿地生態系に関連する資源ストックの管理について、社会的

価値および持続可能性の観点からの政策評価材料が提供され、開発と生態系保全政策を考慮する際
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の基礎情報を提供することになる。 
本研究のメタ分析や勘定体系は、新年度データの増加に合わせて迅速にアップデートできるよう

に考慮されている。また、国レベルだけでなく、都道府県レベルでの把握が可能であり、これを利

用すれば各地域の資源状態や社会経済状態と合わせた生態系保全政策が議論できる。すなわち、勘

定体系から読み取れる生態系ストックの社会的価値は、生態系勘定に必要な情報を直接的に提供す

るだけでなく、他の資本とのトレードオフを論じることができるため政策の総合的な評価も可能に

なるものである。 
本研究で構築する生態系勘定は、これからの日本の開発様式が自然共生型であることを検証する

際の重要な指標となるとともに、生態系という一種の無形資産の適切な管理のための可視化と主流

化を促すものとなることが期待される。生態系保全は、コストに対してその便益が可視化されづら

いために、政策実施において評価プロセスに困難が生じることが多い。そうした際に、政策影響と

して生じることが予測されている量的・質的生態系変化の経済的評価が速やかになされることは、

集合的意思決定プロセスにおいて有用な判断材料となるだろう。同時に、資産としての生態系スト

ック価値の可視化は、地域住民や企業の自然資本に対する再認識にも繋がる。企業等における自然

生態系保護が、経済計算体系と連動する形で経済価値評価されるならば、自発的環境保全のインセ

ンティブにもなるだけでなく、企業戦略としての環境保全行動も促す効果が生まれることも期待さ

れる。最終的には生態系サービス源の保全という現代における世界的課題への取り組みにつながる

だろう。 
 

5.3 今後の課題 
このように、本研究で構築した生態系勘定表は、環境政策に幅広く適用できる可能性を有してい

る。しかしながら、今後、本研究で構築した勘定表を環境政策に利用するためには、未だいくつか

の課題が残されている。1 つ目の課題は、今回構築した勘定表にも全ての数値が計上されているわ

けではない点である。未計上となっている数値は主に期首から期末までの変化量を表すフロー計数

であり、生態系の状態変化や生態系からのサービス量などのフロー情報を計上することで、一種の

生態系フロー勘定の構築も可能となる。2 つ目の課題は、物量勘定等、生態系勘定のその他の勘定

表も構築することである。第 1 章で説明したとおり、欧米では、基礎データとしてまず物量勘定を

整備の上で、貨幣勘定を構築する方式をとっているが、本研究では、デスクトップスタディ（主に

統計データからの推計）を行うことで、物量勘定の整備を行わずに貨幣勘定を構築した。特に、生

態系サービスをどのような経済主体がどれだけ利用しているかを示すフロー勘定（生態系サービス

配分勘定）を構築することで、生態系勘定を企業の社会的責任（CSR）や主流化にも活用可能とな

る。今後、これらの点に取り組むことで、例えば、生態系がどのような理由でどれだけ減少してい

るか、どのような土地からどのような生態系サービスが供給されているかなど、より詳細な情報を

提供できる。ただし、これらの勘定表の構築に必要な物量データは膨大であり、これを全国全ての

都道府県で収集するのは困難である。そのため、例えば 1 つの県を対象に事例として行うことが現

実的と考える。 
そして、3 つ目の課題として、これらの情報から具体的かつ有用な指標を推計できるようにする

ことが挙げられる。生態系勘定を含め、環境勘定はあくまでデータベースであり、そこから具体的
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な指標を推計しなければ、政策への応用は難しい。この点については、先に示した調整順貯蓄や新

国富指標、SDGs に関連した指標の推計を目指すことが考えられる。 
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添付資料 2 生態系勘定表11 
 

                                                   
11 各都道府県ごとの勘定表を記載すると膨大になることから，ここでは，全国データの

み記載する。 
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